
土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

1 1 1 1 3 3.優先事項 契約書に添付されている図面、特記仕様書及び工事数量総括表に
記載された事項は、この共通仕様書に優先する。

1 1 1 1 3 3.優先事項 契約図面、特記仕様書及び工事数量総括表に記載された事項は、
この共通仕様書に優先する。

1 1 1 1 4 4.設計図書間の
不整合

特記仕様書、図面、工事数量総括表の間に相違がある場合、また
は図面からの読み取りと図面に書かれた数字が相違する場合、受
注者は監督職員に確認して指示を受けなければならない。

1 1 1 1 4 4.設計図書間の
不整合

特記仕様書、契約図面、工事数量総括表の間に相違がある場合、
または契約図面からの読み取りと契約図面に書かれた数字が相違
する場合、受注者は監督職員に確認して指示を受けなければなら
ない。

1 1 1 2 6 6.設計図書 設計図書とは、仕様書、図面、現場説明書及び現場説明に対する
質問回答書をいう。また、土木工事においては、工事数量総括表
を含むものとする。

1 1 1 2 6 6.設計図書 設計図書とは、仕様書、契約図面、現場説明書及び現場説明に対
する質問回答書をいう。また、土木工事においては、工事数量総
括表を含むものとする。

1 1 1 2 9 なお、設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した書面及び受
注者が提出し監督職員が承諾した書面は、特記仕様書に含まれ
る。

1 1 1 2 9

1 1 1 2 10 10.契約図面 契約図面とは、契約時に設計図書の一部として、契約書に添付さ
れている図面をいう。

1 1 1 2 39 42.工事着手 工事着手とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事
（現場事務所等の設置または測量をいう。）、詳細設計付工事に
おける詳細設計又は工場製作を含む工事における工場製作工のい
ずれかに着手することをいう。

1 1 1 2 40 40.工事着手 工事着手とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事
（現場事務所等の設置または測量をいう。）、詳細設計付工事に
おける詳細設計または工場製作を含む工事における工場製作工の
いずれかに着手することをいう。

1 1 1 4 1 受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければなら
ない。

1 1 1 4 1 受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたらなければなら
ない。

1 1 1 23 8 なお、土木工事施工管理基準、及び写真管理基準に定められてい
ない工種又は項目については、監督職員と協議の上、施工管理、
写真管理を行うものとする。

1 1 1 23 8 なお、土木工事施工管理基準、及び写真管理基準に定められてい
ない工種または項目については、監督職員と協議の上、施工管
理、写真管理を行うものとする。

1 1 1 26 1 1.安全指針等の
遵守

受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審
議官通達、平成21年3月31日）、建設機械施工安全技術指針（国
土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工
企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工指針
（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本
潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本海上起重技術
協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にし
て、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らな
ければならない。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を
超えて受注者を拘束するものではない。

1 1 1 26 1 1.安全指針等の
遵守

受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審
議官通達、平成29年3月31日）、建設機械施工安全技術指針（国
土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工
企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工指針
（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本
潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本海上起重技術
協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にし
て、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らな
ければならない。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を
超えて受注者を拘束するものではない。

1 1 1 26 7 7.イメージアッ
プ

受注者は、工事現場のイメージアップを図るため、現場事務所、
作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職場
を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び
現場周辺の美装化に努めるものとする。

1 1 1 26 7 7.現場環境改善 受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作
業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職場を
形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び現
場周辺の美装化に努めるものとする。

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 1 1 26 13 13.安全衛生協議
会の設置

監督職員が、労働安全衛生法（平成26年6月改正 法律第82号）第
30条第1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規定
に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うもの
とする。

1 1 1 26 13 13.安全衛生協議
会の設置

監督職員が、労働安全衛生法（平成27年5月改正 法律第17号）第
30条第1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規定
に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うもの
とする。

1 1 1 26 14 14.安全優先 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働
安全衛生法（平成26年6月改正 法律第82号）等関連法令に基づく
措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備
等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなけ
ればならない。

1 1 1 26 14 14.安全優先 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働
安全衛生法（平成27年5月改正 法律第17号）等関連法令に基づく
措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備
等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなけ
ればならない。

1 1 1 30 6 6.排出ガス対策
型建設機械

受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す
る場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平
成17年法律第51号）」に基づく技術基準に適合する特定特殊自動
車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10月8
日付建設省経機発第249号）」、「排出ガス対策型建設機械の普
及促進に関する規程（平成18年3月17日付国土交通省告示第348
号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（平成
18年3月17日付国総施第215号）」に基づき指定された排出ガス対
策型建機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を使
用しなければならない。
　排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認
めた場合は、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の
排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実施さ
れた民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技審査
証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械
を使用することができるが、これにより難い場合は、監督職員と
協議するものとする。

1 1 1 30 6 6.排出ガス対策
型建設機械

受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す
る場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平
成27年6月改正　法律第50号）」に基づく技術基準に適合する特
定特殊自動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平
成3年10月8日付建設省経機発第249号）」、「排出ガス対策型建
設機械の普及促進に関する規程（最終改正平成24年3月23日付国
土交通省告示第318号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機
械指定要領（最終改訂平成23年7月13日付国総環リ第1号）」に基
づき指定された排出ガス対策型建機械（以下「排出ガス対策型建
設機械等」という。）を使用しなければならない。
　排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認
めた場合は、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の
排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実施さ
れた民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技審査
証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械
を使用することができるが、これにより難い場合は、監督職員と
協議するものとする。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 1 1 30 6 　受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械
を使用する場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものと
して「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」
（平成18年3月28日経済産業省・国土交通省・環境省令第1号）16
条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付された
特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平
成3年10月8日付建設省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガ
ス対策型建設機械指定要領（平成18年3月17日付国施第215号）に
基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以下
「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用
しなければならない。
　トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等を使用できないこと
を監督職員が認めた場合は、平成7年度建設技術評価制度公募課
題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開
発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もし
くは建設技術審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置
（黒煙浄化装置付）を装着した建設機械を使用することができる
が、これにより難い場合は、監督職員と協議するものとする。

1 1 1 30 6 　受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械
を使用する場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものと
して「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」
（平成28年11月11日経済産業省・国土交通省・環境省令第2号）
16条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付され
た特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領
（平成3年10月8日付建設省経機発第249号）」もしくは「第3次排
出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成23年7月13日付国
総環リ第1号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策
型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」
という。）を使用しなければならない。
　トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等を使用できないこと
を監督職員が認めた場合は、平成7年度建設技術評価制度公募課
題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開
発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もし
くは建設技術審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置
（黒煙浄化装置付）を装着した建設機械を使用することができる
が、これにより難い場合は、監督職員と協議するものとする。

1 1 1 30 6 1 1 1 30 6
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 1 1 30 6 1 1 1 30 6

1 1 1 30 9 9.特定調達品目 受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたって
は、環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進等に関する
法律（平成15年7月改正 法律第119号。「グリーン購入法」とい
う。）第2条に規定する環境物品等をいう。）の使用を積極的に
推進するものとする。
　グリーン購入法第6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推
進に関する基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合に
は、原則として、判断の基準を満たすものを使用するものとす
る。なお、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、機能の
確保、コスト等の影響により、これにより難い場合は、監督職員
と協議する。
　また、その調達実績の集計結果を監督職員に提出するものとす
る。なお、集計及び提出の方法は、設計図書及び監督職員の指示
による。

1 1 1 30 9 9.特定調達品目 受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または
目的物の使用にあたっては、環境物品等（国等による環境物品等
の調達の推進等に関する法律（平成27年9月改正 法律第66号。
「グリーン購入法」という。）第2条に規定する環境物品等をい
う。）の使用を積極的に推進するものとする。

1 1 1 30 9 （1） グリーン購入法第6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進
に関する基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合には、
原則として、判断の基準を満たすものを使用するものとする。な
お、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、
コスト等の影響により、これにより難い場合は、監督職員と協議
する。
また、その調達実績の集計結果を監督職員に提出するものとす
る。なお、集計及び提出の方法は、設計図書及び監督職員の指示
による。

1 1 1 30 9 （2） グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本方
針における公共工事の配慮事項に留意すること。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 1 1 31 1 1.一般事項 受注者は、工事の施工に当たって文化財の保護に十分注意し、使
用人等に文化財の重要性を十分認識させ、工事中に文化財を発見
したときは直ちに工事を中止し、設計図書に関して監督職員に協
議しなければならない。

1 1 1 31 1 1.一般事項 受注者は、工事の施工にあたって文化財の保護に十分注意し、使
用人等に文化財の重要性を十分認識させ、工事中に文化財を発見
したときは直ちに工事を中止し、設計図書に関して監督職員に協
議しなければならない。

1 1 1 31 2 2.文化財等発見
時の処置

受注者が、工事の施工に当たり、文化財その他の埋蔵物を発見し
た場合は、発注者との契約に係る工事に起因するものとみなし、
発注者が、当該埋蔵物の発見者としての権利を保有するものであ
る。

1 1 1 31 2 2.文化財等発見
時の処置

受注者が、工事の施工にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見し
た場合は、発注者との契約に係る工事に起因するものとみなし、
発注者が、当該埋蔵物の発見者としての権利を保有するものであ
る。

1 1 1 32 4 4.交通安全法令
の遵守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交
通の安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と打合
せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令
（平成26年5月26日改正 内閣府・国土交通省令第1号）、道路工
事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭
和37年8月30日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準
の一部改正について（局長通知 平成18年3月31日 国道利37号・
国道国防第205号）、道路工事現場における工事情報板及び工事
説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防
災課長通知 平成18年3月31日 国道利38号・国道国防第206号）及
び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通
知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなければならない。

1 1 1 32 4 4.交通安全法令
の遵守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交
通の安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と打合
せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令
（平成28年7月15日改正 内閣府・国土交通省令第2号）、道路工
事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭
和37年8月30日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準
の一部改正について（局長通知 平成18年3月31日 国道利37号・
国道国防第205号）、道路工事現場における工事情報板及び工事
説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防
災課長通知 平成18年3月31日 国道利38号・国道国防第206号）及
び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通
知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなければならない。

1 1 1 32 12 12.通行許可 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成
26年5月28日改正 政令第424号）第3条における一般的制限値を超
える車両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行許
可を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通法
施行令（平成26年4月改正 政令第169号）第22条における制限を
超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法
（平成26年6月改正 法律第69号）第57条に基づく許可を得ている
ことを確認しなければならない。

1 1 1 32 12 12.通行許可 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成
26年5月28日改正 政令第187号）第3条における一般的制限値を超
える車両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行許
可を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通法
施行令（平成28年7月15日改正 政令第258号）第22条における制
限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交
通法（平成27年9月改正 法律第76号）第57条に基づく許可を得て
いることを確認しなければならない。

1 1 1 34 1 （2） 建設業法 （平成25年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （2） 建設業法 （平成26年6月改正 法律第69号）

1 1 1 34 1 （4） 労働基準法 （平成24年6月改正 法律第42号） 1 1 1 34 1 （4） 労働基準法 （平成27年5月改正 法律第31号）

1 1 1 34 1 （5） 労働安全衛生法 （平成26年6月改正 法律第82号） 1 1 1 34 1 （5） 労働安全衛生法 （平成27年5月改正 法律第17号）

1 1 1 34 1 （8） 雇用保険法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （8） 雇用保険法 （平成28年6月改正 法律第63号）

1 1 1 34 1 （9） 労働者災害補償保険法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （9） 労働者災害補償保険法 （平成27年5月改正 法律第17号）

1 1 1 34 1 （10） 健康保険法 （平成26年6月改正 法律第83号） 1 1 1 34 1 （10） 健康保険法 （平成28年12月改正 法律第114号）

1 1 1 34 1 （11） 中小企業退職金共済法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （11） 中小企業退職金共済法 （平成28年6月改正 法律第66号）

1 1 1 34 1 （12） 建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （平成25年11月改正 法
律第86号）

1 1 1 34 1 （12） 建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （平成28年5月改正 法
律第47号）

1 1 1 34 1 （13） 出入国管理及び難民認定法 （平成26年6月改正 法律第74号） 1 1 1 34 1 （13） 出入国管理及び難民認定法 （平成28年11月改正 法律第89号）

1 1 1 34 1 （14） 道路法 （平成26年6月改正 法律第72号） 1 1 1 34 1 （14） 道路法 （平成28年3月改正 法律第19号）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 1 1 34 1 （15） 道路交通法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （15） 道路交通法 （平成27年9月改正 法律第76号）

1 1 1 34 1 （16） 道路運送法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （16） 道路運送法 （平成28年12月改正 法律第106号）

1 1 1 34 1 （17） 道路運送車両法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （17） 道路運送車両法 （平成28年11月改正 法律第86号）

1 1 1 34 1 （20） 河川法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （20） 河川法 （平成27年5月改正 法律第22号）

1 1 1 34 1 （22） 港湾法 （平成26年6月改正 法律第91号） 1 1 1 34 1 （22） 港湾法 （平成28年5月改正 法律第45号）

1 1 1 34 1 （23） 港則法 （平成21年7月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （23） 港則法 （平成28年5月改正 法律第42号）

1 1 1 34 1 （25） 下水道法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （25） 下水道法 （平成27年5月改正 法律第22号）

1 1 1 34 1 （26） 航空法 （平成26年6月改正 法律第70号） 1 1 1 34 1 （26） 航空法 （平成28年5月改正 法律第51号）

1 1 1 34 1 （29） 森林法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （29） 森林法 （平成28年5月改正 法律第47号）

1 1 1 34 1 （31） 火薬類取締法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （31） 火薬類取締法 （平成27年6月改正 法律第50号）

1 1 1 34 1 （32） 大気汚染防止法 （平成26年6月改正 法律第72号） 1 1 1 34 1 （32） 大気汚染防止法 （平成27年6月改正 法律第41号）

1 1 1 34 1 （34） 水質汚濁防止法 （平成25年6月改正 法律第60号） 1 1 1 34 1 （34） 水質汚濁防止法 （平成28年5月改正 法律第47号）

1 1 1 34 1 （37） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （平成26年6月改正 法律第
69号）

1 1 1 34 1 （37） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （平成27年7月改正 法律第
58号）

1 1 1 34 1 （39） 砂利採取法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （39） 砂利採取法 （平成27年6月改正 法律第50号）

1 1 1 34 1 （40） 電気事業法 （平成26年6月改正 法律第72号） 1 1 1 34 1 （40） 電気事業法 （平成28年6月改正 法律第59号）

1 1 1 34 1 （41） 消防法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （41） 消防法 （平成27年9月改正 法律第66号）

1 1 1 34 1 （43） 建築基準法 （平成26年6月改正 法律第92号） 1 1 1 34 1 （43） 建築基準法 （平成28年6月改正 法律第72号）

1 1 1 34 1 （48） 海上交通安全法 （平成21年7月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （48） 海上交通安全法 （平成28年5月改正 法律第42号）

1 1 1 34 1 （56） 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 （平成26
年6月改正 法律第55号）

1 1 1 34 1 （56） 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 （平成27
年9月改正 法律第66号）

1 1 1 34 1 （57） 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （平成15年7
月改正 法律第119号）

1 1 1 34 1 （57） 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （平成27年9
月改正 法律第66号）

1 1 1 34 1 （58） 河川法施行法 （平成11年12月改正 法律第160号） 1 1 1 34 1 （58） 河川法施行法 抄（平成11年12月改正 法律第160号）

1 1 1 34 1 （60） 漁業法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （60） 漁業法 （平成28年5月改正 法律第51号）

1 1 1 34 1 （61） 空港法 （平成26年6月改正 法律第76号） 1 1 1 34 1 （61） 空港法 （平成25年11月改正 法律第76号）

1 1 1 34 1 （63） 厚生年金保険法 （平成25年6月改正 法律第63号） 1 1 1 34 1 （63） 厚生年金保険法 （平成28年12月改正 法律第114号）

1 1 1 34 1 （64） 航路標識法 （平成16年6月改正 法律第84号） 1 1 1 34 1 （64） 航路標識法 （平成28年5月改正 法律第42号）

1 1 1 34 1 （67） 職業安定法 （平成26年6月改正 法律第67号） 1 1 1 34 1 （67） 職業安定法 （平成28年5月改正 法律第47号）

1 1 1 34 1 （68） 所得税法 （平成26年6月改正 法律第91号） 1 1 1 34 1 （68） 所得税法 （平成28年11月改正 法律第89号）

1 1 1 34 1 （69） 水産資源保護法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （69） 水産資源保護法 （平成27年9月改正 法律第70号）

1 1 1 34 1 （70） 船員保険法 （平成26年6月改正 法律第83号） 1 1 1 34 1 （70） 船員保険法 （平成28年12月改正 法律第114号）

1 1 1 34 1 （71） 著作権法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （71） 著作権法 （平成28年5月改正 法律第51号）

1 1 1 34 1 （72） 電波法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 （72） 電波法 （平成27年5月改正 法律第26号）

1 1 1 34 1 （73） 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特
別措置法　（平成26年6月改正 法律第69号）

1 1 1 34 1 （73） 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特
別措置法 （平成27年6月改正 法律第40号）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 1 1 34 1 （74） 労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （平成26年6月改正 法
律第69号）

1 1 1 34 1 （74） 労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （平成28年3月改正 法
律第17号）

1 1 1 34 1 （76） 毒物及び劇物取締法 （平成23年12月改正 法律第122号） 1 1 1 34 1 （76） 毒物及び劇物取締法 （平成27年6月改正 法律第50号）

1 1 1 34 1 （77） 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 （平成17年5月法
律第51号）

1 1 1 34 1 （77） 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 （平成27年6月法
律第50号）

1 1 1 34 3 3.不適当な契約
図書の処置

受注者は、当該工事の計画、図面、仕様書及び契約そのものが第
1項の諸法令に照らし不適当であったり矛盾していることが判明
した場合には速やかに監督職員と協議しなければならない。

1 1 1 34 3 3.不適当な契約
図書の処置

受注者は、当該工事の計画、契約図面、仕様書及び契約そのもの
が第1項の諸法令に照らし不適当であったり矛盾していることが
判明した場合には速やかに監督職員と協議しなければならない。

1 1 1 35 5 5.コミュニケー
ション

受注者は、工事の施工に当たり、地域住民との間に紛争が生じな
いように努めなければならない。

1 1 1 35 5 5.コミュニケー
ション

受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じな
いように努めなければならない。

1 1 1 35 6 6.苦情対応 受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受
注者が対応すべき場合は誠意をもってその解決に当たらなければ
ならない。

1 1 1 35 6 6.苦情対応 受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受
注者が対応すべき場合は誠意をもってその解決にあたらなければ
ならない。

1 1 1 35 7 7.交渉時の注意 受注者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交渉
を、自らの責任において行わなければならない。受注者は、交渉
に先立ち、監督職員に連絡の上、これらの交渉に当たっては誠意
をもって対応しなければならない。

1 1 1 35 7 7.交渉時の注意 受注者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交渉
を、自らの責任において行わなければならない。受注者は、交渉
に先立ち、監督職員に連絡の上、これらの交渉にあたっては誠意
をもって対応しなければならない。

1 1 1 36 2 2.休日又は夜間
の作業連絡

受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公
庁の休日または夜間に、作業を行うにあたっては、事前にその理
由を監督職員に連絡しなければならない。
ただし、現道上の工事については書面により提出しなければなら
ない。

1 1 1 36 2 2.休日または夜
間の作業連絡

受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公
庁の休日または夜間に、作業を行うにあたっては、事前にその理
由を監督職員に連絡しなければならない。
ただし、現道上の工事については書面により提出しなければなら
ない。

1 1 1 37 4 4.既存杭の保全 受注者は、工事の施工に当たり、損傷を受けるおそれのある杭ま
たは障害となる杭の設置換え、移設及び復元を含めて、発注者の
設置した既存杭の保全に対して責任を負わなければならない。

1 1 1 37 4 4.既存杭の保全 受注者は、工事の施工にあたり、損傷を受けるおそれのある杭ま
たは障害となる杭の設置換え、移設及び復元を含めて、発注者の
設置した既存杭の保全に対して責任を負わなければならない。

1 1 1 39 3 3.著作権法に規
定される著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成22年12
月3日改正 法律第65号第2条第1項第1号）に規定される著作物に
該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものと
する。

1 1 1 39 3 3.著作権法に規
定される著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成28年5
月27日改正 法律第51号第2条第1項第1号）に規定される著作物に
該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものと
する。

1 2 2 0 0 国土交通省 道路土工構造物技術基準 （平成27年3月）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 2 3 1 1 1 2 3 1 1

1 2 3 3 4 4.狭隘箇所等の
締固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について、タン
パ・振動ローラ等の小型締固め機械により締固めなければならな
い。

1 2 3 3 4 4.狭隘箇所等の
締固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について、タン
パ・振動ローラ等の小型締固め機械により、仕上がり厚を20cm以
下で入念に締固めなければならない。

1 2 3 3 17 17.押え盛土の施
工計画

受注者は、砂防土工における斜面対策としての盛土工（押え盛
土）を行うに当たり、盛土量、盛土の位置ならびに盛土基礎地盤
の特性等について現状の状況等を照査した上で、それらを施工計
画に反映しなければならない。

1 2 3 3 17 17.押え盛土の施
工計画

受注者は、砂防土工における斜面対策としての盛土工（押え盛
土）を行うにあたり、盛土量、盛土の位置ならびに盛土基礎地盤
の特性等について現状の状況等を照査した上で、それらを施工計
画に反映しなければならない。

1 2 4 1 6 6.湧水処理 受注者は、工事箇所に工事目的物に影響をおよぼすおそれがある
ような予期できなかった湧水が発生した場合には、工事を中止
し、監督職員と協議しなければならない。ただし、緊急を要する
場合には応急処置をとった後、直ちにその措置内容を監督職員に
通知しなければならない。

1 2 4 1 6 6.湧水処理 受注者は、工事箇所において工事目的物に影響をおよぼすおそれ
があるような予期できなかった湧水が発生した場合には、工事を
中止し、監督職員と協議しなければならない。ただし、緊急を要
する場合には応急処置をとった後、直ちにその措置内容を監督職
員に通知しなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 2 4 3 9 9.狭隘箇所等の
締固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路体盛土工の施工につ
いては、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により締固めな
ければならない。
なお、現場発生土等を用いる場合は、その中で良質な材料を用い
て施工しなければならない。

1 2 4 3 9 9.狭隘箇所等の
締固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路体盛土工の施工につ
いては、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により、仕上が
り厚を20cm以下で入念に締固めなければならない。
なお、現場発生土等を用いる場合は、その中で良質な材料を用い
て施工しなければならない。

1 2 4 4 7 7.狭隘箇所等の
締固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土の施工につい
ては、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により締固めなけ
ればならない。

1 2 4 4 7 7.狭隘箇所等の
締固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土の施工につい
ては、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により、仕上がり
厚を20cm以下で入念に締固めなければならない。

1 3 2 0 1 機械式鉄筋定着工法技術検討委員会　機械式鉄筋定着工法の配筋
設計ガイドライン（案）（平成28年7月）

1 3 3 1 0 1.一般事項 1 3 3 1 0 1.一般事項

1 3 3 2 1 （2） JISマーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一
部を改正する法律（平成16年6月9日公布 法律第95号）に基づき
国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に
JISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）が工
事現場近くに見当たらない場合は、使用する工場について、設計
図書に指定したコンクリートの品質が得られることを確かめたう
え、その資料により監督職員の確認を得なければならない。
なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技
術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士
等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施でき
る工場から選定しなければならない。

1 3 3 2 1 （2） JISマーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一
部を改正する法律（平成16年6月9日公布 法律第95号）に基づき
国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に
JISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）が工
事現場近くに見あたらない場合は、使用する工場について、設計
図書に指定したコンクリートの品質が得られることを確かめたう
え、その資料により監督職員の確認を得なければならない。
なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技
術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士
等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施でき
る工場から選定しなければならない。

1 3 3 3 2 （4） その計量誤差は、ミキサの容量によって定められる規定の時間当
たりの計量分を質量に換算して、「表1-3-2計量の許容誤差」の
値以下とする。
なお、受注者は、ミキサの種類、練混ぜ時間などに基づき、規定
の時間当たりの計量分を適切に定めなければならない。

1 3 3 2 2 （4） その計量誤差は、ミキサの容量によって定められる規定の時間あ
たりの計量分を質量に換算して、「表1-3-2計量の許容誤差」の
値以下とする。
なお、受注者は、ミキサの種類、練混ぜ時間などに基づき、規定
の時間あたりの計量分を適切に定めなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

1 3 6 4 5 5.コンクリート
ポンプ使用時の
注意

受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートの
ポンプ施工指針（案）5章圧送」（土木学会、平成24年6月）の規
定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。また、受注者はコンクリートプレーサ、ベルトコンベ
ア、その他を用いる場合も、材料の分離を防ぐようこれらを配置
しなければならない。

1 3 6 4 5 5.コンクリート
ポンプ使用時の
注意

受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートの
ポンプ施工指針（案）5章圧送」（土木学会、平成24年6月）の規
定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。また、受注者はコンクリートプレーサ、ベルトコンベ
ヤ、その他を用いる場合も、材料の分離を防ぐようこれらを配置
しなければならない。

1 3 6 7 1 1.一般事項 打継目の位置及び構造は、図面の定めによるものとする。ただ
し、受注者は、やむを得ず図面で定められていない場所に打継目
を設ける場合、構造物の強度、耐久性、水密性及び外観を害しな
いように、その位置、方向及び施工方法を定め、監督職員と協議
しなければならない。

1 3 6 7 1 1.一般事項 打継目の位置及び構造は、契約図面の定めによるものとする。た
だし、受注者は、やむを得ず契約図面で定められていない場所に
打継目を設ける場合、構造物の強度、耐久性、水密性及び外観を
害しないように、その位置、方向及び施工方法を定め、監督職員
と協議しなければならない。

1 3 6 9 1 1.一般事項 受注者はコンクリートの打込み後の一定期間を、硬化に必要な温
度および湿潤状態に保ち、有害な作用の影響を受けないように、
養生しなければならない。

1 3 6 9 1 1.一般事項 受注者はコンクリートの打込み後の一定期間を、硬化に必要な温
度及び湿潤状態に保ち、有害な作用の影響を受けないように、養
生しなければならない。

1 3 7 1 2 2.照査 受注者は、施工前に、設計図書に示された形状および寸法で、鉄
筋の組立が可能か、また打込みおよび締固め作業を行うために必
要な空間が確保出来ていることを確認しなければならない。不備
を発見したときは監督職員に協議しなければならない。

1 3 7 1 2 2.照査 受注者は、施工前に、設計図書に示された形状及び寸法で、鉄筋
の組立が可能か、また打込みおよび締固め作業を行うために必要
な空間が確保出来ていることを確認しなければならない。不備を
発見したときは監督職員に協議しなければならない。

1 3 7 4 2 2.配筋・組立 受注者は、図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリート打
設中に動かないよう十分堅固に組み立てなければならない。
なお、必要に応じて図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等を使
用するものとする。受注者は、鉄筋の交点の要所を、直径 0.8mm
以上のなまし鉄線、またはクリップで緊結し、鉄筋が移動しない
ようにしなければならない。また、設計図書に特別な組立用架台
等が指定されている場合は、それに従うものとする。

1 3 7 4 2 2.配筋・組立 受注者は、契約図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリー
ト打設中に動かないよう十分堅固に組み立てなければならない。
なお、必要に応じて契約図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等
を使用するものとする。受注者は、鉄筋の交点の要所を、直径
0.8mm以上のなまし鉄線、またはクリップで緊結し、鉄筋が移動
しないようにしなければならない。また、設計図書に特別な組立
用架台等が指定されている場合は、それに従うものとする。

1 3 14 3 6 （2） 受注者は、規定の高さまで継続して、モルタル注入を行わなけれ
ばならない。
なお、やむを得ず注入を中断し、設計図書又は施工計画にないと
ころに打継目を設ける場合は、事前に打継目処置方法に関して監
督職員の承諾を得なければならない。

1 3 14 3 6 （2） 受注者は、規定の高さまで継続して、モルタル注入を行わなけれ
ばならない。
なお、やむを得ず注入を中断し、設計図書または施工計画にない
ところに打継目を設ける場合は、事前に打継目処置方法に関して
監督職員の承諾を得なければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

2 1 2 0 1 1.一般事項 受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績表、
性能試験結果、ミルシート等の品質規格証明書を受注者の責任に
おいて整備、保管し、監督職員または検査職員の請求があった場
合は速やかに提示しなければならない。ただし、設計図書で提出
を定められているものについては、監督職員へ提出しなければな
らない。
なお、JIS規格品のうちJISマーク表示が認証されJISマーク表示
がされている材料・製品等（以下、「JISマーク表示品」とい
う）については、JISマーク表示状態を示す写真等確認資料の提
示に替えることができる。

2 1 2 0 1 1.一般事項 受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績表、
性能試験結果、ミルシート等の品質規格証明書を受注者の責任に
おいて整備、保管し、監督職員または検査職員の請求があった場
合は速やかに提示しなければならない。ただし、設計図書で品質
規格証明書等の提出を定められているものについては、監督職員
へ提出しなければならない。
なお、JIS規格品のうちJISマーク表示が認証されJISマーク表示
がされている材料・製品等（以下、「JISマーク表示品」とい
う）については、JISマーク表示状態を示す写真等確認資料の提
示に替えることができる。

2 1 2 0 4 4.見本・品質証
明資料

受注者は、設計図書において指定された工事材料について、見本
または品質を証明する資料を工事材料を使用するまでに監督職員
に提出し、確認を受けなければならない。
なお、JISマーク表示品については、JISマーク表示状態の確認と
し見本または品質を証明する資料の提出は省略できる。

2 1 2 0 4 4.見本・品質証
明資料

受注者は、設計図書において監督職員の試験もしくは確認及び承
諾を受けて使用することを指定された工事材料について、見本ま
たは品質を証明する資料を工事材料を使用するまでに監督職員に
提出し、確認を受けなければならない。
なお、JISマーク表示品については、JISマーク表示状態の確認と
し見本または品質を証明する資料の提出は省略できる。

2 1 2 0 6 2 1 2 0 6
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

2 2 6 2 2 なお、小規模工種で、1工種当たりの総使用量が10m3未満の場合
は、本条項の適用を除外することができる。

2 2 6 2 2 なお、小規模工種で、1工種あたりの総使用量が10m3未満の場合
は、本条項の適用を除外することができる。

2 2 8 3 0 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成26年7月改
正 政令第269号）に規定されている特定化学物質を含まないもの
とし、表2-2-24、表2-2-25、表2-2-26の規格に適合するものとす
る。

2 2 8 3 0 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成28年11月改
正 政令第343号）に規定されている特定化学物質を含まないもの
とし、表2-2-24、表2-2-25、表2-2-26の規格に適合するものとす
る。

2 2 10 1 1 1.一般事項 注入目地材は、コンクリート版の膨張、収縮に順応し、コンク
リートとよく付着し、しかもひびわれが入らないものとする。

2 2 10 1 1 1.一般事項 注入目地材は、コンクリート版の膨張、収縮に順応し、コンク
リートとよく付着し、しかもひび割れが入らないものとする。

2 2 12 1 0 (4) また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、ひ
びわれ、剥れが生じないものとする。

2 2 12 1 0 (4) また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、ひ
び割れ、剥れが生じないものとする。

3 1 1 3 0 受注者は、設計図書で建設コンサルタント等に委託した現場技術
員の配置が明示された場合には、以下の各号によらなければなら
ない。なお、委託先および工事を担当する現場技術員について
は、監督職員から通知するものとする。

3 1 1 3 0 受注者は、設計図書で建設コンサルタント等に委託した現場技術
員の配置が明示された場合には、以下の各号によらなければなら
ない。なお、委託先及び工事を担当する現場技術員については、
監督職員から通知するものとする。

3 1 1 4 7 3 1 1 4 7

3 2 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和60年2月） 3 2 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月）

3 2 2 0 0 環境省 水質汚濁に係る環境基準について （平成26年11月） 3 2 2 0 0 環境省 水質汚濁に係る環境基準について （平成28年3月）

3 2 2 0 0 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成20年1月） 3 2 2 0 0 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成28年12月）

3 2 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成19年1月） 3 2 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成27年3月）

3 2 2 0 0 国土交通省 道路土工構造物技術基準 （平成27年3月）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 2 0 0 土木学会 コンクリート標準示方書（規準編） （平成24年11月） 3 2 2 0 0 土木学会 コンクリート標準示方書（規準編） （平成25年11月）

3 2 3 2 6 (1) ただし、x、yはJIS Z 8701（色の表示方法－XYZ表色系及び
X10Y10Z10表色系）の色度座標である。

3 2 3 2 6 (1) ただし、x、yはJIS Z 8781-3（測色－第三部：CIE三刺激値）の
色度座標である。

3 2 3 2 6 3） 受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗装以上の塗料を用いて、20μ
m以上の塗装で仕上げ塗装しなければならない。

3 2 3 2 6 3） 受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗装以上の塗料を用いて、20μ
m以上の塗装厚で仕上げ塗装しなければならない。

3 2 3 5 1 1.一般事項 縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工した
基盤の上に据付けるものとする。敷モルタルの配合は、1：3（セ
メント：砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した後、縁石
ブロック等を図面に定められた線形及び高さに合うよう十分注意
して据付けなければならない。

3 2 3 5 1 1.一般事項 縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工した
基盤の上に据付けるものとする。敷モルタルの配合は、1：3（セ
メント：砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した後、縁石
ブロック等を契約図面に定められた線形及び高さに合うよう十分
注意して据付けなければならない。

3 2 3 6 3 3.標示板基板の
表面状態

受注者は、標示板基板表面を機械的に研磨（サウンディング処
理）しラッカーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性処理
液）で脱脂洗浄を施した後乾燥を行い、反射シートを貼付けるの
に最適な表面状態を保たなければならない。

3 2 3 6 3 3.標示板基板の
表面状態

受注者は、標示板基板表面を機械的に研磨（サンディング処理）
しラッカーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性処理液）
で脱脂洗浄を施した後乾燥を行い、反射シートを貼付けるのに最
適な表面状態を保たなければならない。

3 2 3 8 6 6.ガードケーブ
ルの支柱取付

受注者は、ガードケーブルを支柱に取付ける場合、ケーブルにね
じれなどを起こさないようにするとともに所定の張力（Aは
20kN、B種及びC種は9.8kN）を与えなければならない。

3 2 3 8 6 6.ガードケーブ
ルの支柱取付

受注者は、ガードケーブルを支柱に取付ける場合、ケーブルにね
じれなどを起こさないようにするとともに所定の張力（A種は
20kN/本、B種及びC種は9.8kN/本）を与えなければならない。

3 2 3 13 4 （6） 寒中におけるグラウトの施工については、グラウト温度は注入後
少なくとも5日間、5℃以上に保ち、凍結することのないように行
わなければならない。

3 2 3 13 4 （6） 寒中におけるグラウトの施工については、グラウト温度は注入後
少なくとも3日間、5℃以上に保ち、凍結することのないように行
わなければならない。

3 2 3 14 2 （1） プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質
がエポキシ樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同
等以上で、かつ、表3-2-3に示す条件を満足するものを使用する
ものとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密
封し、原則として製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはな
らない。これ以外の場合は、設計図書によるものとする。
なお、接着剤の試験方法は JSCE-H101-2013 プレキャストコンク
リート用樹脂系接着剤（橋げた用）品質規格（案）「コンクリー
ト標準示方書・（規準編）」（土木学会、平成25年11月）によ
る。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな
い。

3 2 3 14 2 （1） プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質
がエポキシ樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同
等以上で、かつ、表3-2-3に示す条件を満足するものを使用する
ものとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密
封し、原則として製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはな
らない。これ以外の場合は、設計図書によるものとする。
なお、接着剤の試験方法は 「コンクリート標準仕様書・（基準
編）」（土木学会、平成25年11月）における、JSCE-H 101-2013
プレキャストコンクリート用樹脂系接着剤（橋げた用）品質規格
（案）による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なけ
ればならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 3 14 2 3 2 3 14 2

3 2 3 23 3 ② ボルト長が径の5倍を越える場合：施工条件に一致した予備試験
によって目標回転数を決定する。

3 2 3 23 3 ② ボルト長が径の5倍を超える場合：施工条件に一致した予備試験
によって目標回転数を決定する。

3 2 3 23 3 （6） ボルトの締付け機、測量器具などの検定を現地施工に先立ち現地
搬入直前に1回、搬入後はトルクレンチは1ヶ月毎にその他の機器
は3ヶ月毎に点検を行い、精度を確認しなければならない。

3 2 3 23 3 （6） ボルトの締付け機、測定器具などの検定は、下記に示す時期に行
いその精度を確認しなければならない。
・軸力計は現場搬入直前に１回、その後は３か月に１回検定を行
う。
・トルクレンチは現場搬入時に１回、搬入後は１ヵ月に１回検定
を行う。
・ボルト締付け機は現場搬入前に１回点検し、搬入後は３ヵ月に
１回検定を行う。ただし、トルシア形高力ボルト専用締付け機は
検定の必要はなく、整備点検を行えばよい。

3 2 3 23 7 （3） 回転法及び耐力点法による場合は、全般についてマーキングによ
る外観確認を行わなければならない。

3 2 3 23 7 （3） 回転法及び耐力点法による場合は、全数についてマーキングによ
る外観確認を行わなければならない。

14/72



土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 3 25 1 3 2 3 25 1
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 3 31 9 3 2 3 31 9

3 2 3 31 16 （3） 受注者は、同一工事、同一塗装系、同一塗装方法により塗装され
た500m2単位毎に25点（1点当たり5回測定）以上塗膜厚の測定を
しなければならない。ただし、1ロットの面積が200m2に満たない
場合は10m2ごとに1点とする。

3 2 3 31 16 （3） 受注者は、同一工事、同一塗装系、同一塗装方法により塗装され
た500m2単位毎に25点（1点あたり5回測定）以上塗膜厚の測定を
しなければならない。ただし、1ロットの面積が200m2に満たない
場合は10m2ごとに1点とする。

3 2 3 31 16 ① 塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚（合計値）の
90％以上とするものとする。

3 2 3 31 16 ① 塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚合計値の90％
以上とするものとする。

3 2 3 31 16 ② 塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚（合計値）の
70％以上とするものとする。

3 2 3 31 16 ② 塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚合計値の70％
以上とするものとする。

3 2 3 31 16 ③ 塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚（合
計）の20％を越えないものとする。ただし、平均値が標準塗膜厚
以上の場合は合格とするものとする。

3 2 3 31 16 ③ 塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚合計
値の20％を越えないものとする。ただし、標準偏差が20％を超え
た場合、測定値の平均値が目標塗膜厚合計値より大きい場合は合
格とする。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 3 31 16 ④ 平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに
同数の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が基準
値を満足すれば合格とし、不合格の場合は塗増し、再検査しなけ
ればならない。

3 2 3 31 16 ④ 平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに
同数の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が管理
基準値を満足すれば合格とし、不合格の場合は、最上層の塗料を
増し塗りして、再検査しなければならない。

3 2 3 31 16 （7） 受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないままで
現場に搬入し、使用しなければならない。
また、受注者は、塗布作業の開始前に出荷証明書、塗料成績表
（製造年月日、ロット番号、色採、数量を明記）の確認を監督職
員に受けなければならない。

3 2 3 31 16 （7） 受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないままで
現場に搬入し、塗料の品質、製造年月日、ロット番号、色彩及び
数量を監督職員に提示しなければならない。また、受注者は、塗
布作業の開始前に出荷証明書及び塗料成績表（製造年月日、ロッ
ト番号、色採、数量を明記）を確認し、記録、保管し、監督職員
または検査職員の請求があった場合は速やかに提示しなければな
らない。

3 2 3 32 1 1.一般事項 かごマットの構造及び要求性能については、「鉄線籠型護岸の設
計・施工技術基準（案）」（平成21年4月24日改定）（以下「鉄
線籠型基準」という。）によるほか、図面及び以下による。

3 2 3 32 1 1.一般事項 かごマットの構造及び要求性能については、「鉄線籠型護岸の設
計・施工技術基準（案）」（平成21年4月24日改定）（以下「鉄
線籠型基準」という。）によるほか、契約図面及び以下による。

3 2 3 32 3 3 2 3 32 3
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 4 4 3 3.試験杭の施工 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施
工しなければならない。また、設計図書に示されていない場合に
は、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設計
図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるように最
初の一本を試験杭として施工してもよい。

3 2 4 4 3 3.試験杭の施工 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施
工しなければならない。また、設計図書に示されていない場合に
は、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設計
図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるように最
初の一本を試験杭として施工してもよい。
また、一本だけで施工管理のための十分な情報が得られない場合
は、次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する情報
を補足し、以降の杭施工に反映するものとする。

3 2 4 4 11 11.中掘り杭工法
による既製杭工
施工

受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削及
び沈設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭先端
部及び杭周辺地盤を乱さないように、沈設するとともに必要に応
じて所定の位置に保持しなければならない。また、先端処理につ
いては、試験杭等の条件に基づいて、管理を適正に行わなければ
ならない。

3 2 4 4 11 11.中掘り杭工法
による既製杭工
施工

受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削及
び沈設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭先端
部及び杭周辺地盤を乱さないように、沈設するとともに必要に応
じて所定の位置に保持しなければならない。また、先端処理につ
いては、試験杭等の条件に基づいて、管理を適正に行わなければ
ならない。杭の掘削・沈設速度は杭径や土質条件によって異なる
が、試験杭により確認した現場に適した速度で行う。
なお、施工管理装置は、中掘り掘削・沈設及びセメントミルク噴
出撹拌方式の根固部の築造時、コンクリート打設方式の孔底処理
に必要な施工管理項目について常時表示・記録できるものを選定
する。

3 2 4 4 14 14.杭支持層の確
認・記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コンク
リートくいの施工標準）⑧施工8.3くい施工で、8.3.2埋込み工法
を用いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方式ま
たは、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図書に示さ
れた支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとともに、確
認のための資料を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合
は、速やかに提示するとともに、工事完成時に監督職員へ提出し
なければならない。セメントミルクの噴出撹拌方式の場合は、受
注者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって杭先端周辺の地
盤を乱さないようにしなければならない。

3 2 4 4 14 14.杭支持層の確
認・記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コンク
リートくいの施工標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工法
を用いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方式ま
たは、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図書に示さ
れた支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとともに、確
認のための資料を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合
は、速やかに提示するとともに、工事完成時に監督職員へ提出し
なければならない。セメントミルク噴出撹拌方式の場合は、受注
者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって杭先端周辺の地盤
を乱さないようにしなければならない。

3 2 4 4 15 15.既製コンク
リート杭又は鋼
管杭の先端処理

受注者は、既製コンクリート杭または鋼管杭の先端処理をセメン
トミルク噴出攪拌方式による場合は、杭基礎施工便覧に示されて
いる工法技術またはこれと同等の工法技術によるものとし、受注
者は施工に先立ち、当該工法技術について、設計図書に関して監
督職員の承諾を得なければならない。

3 2 4 4 15 15.既製コンク
リート杭または
鋼管杭の先端処
理

受注者は、既製コンクリート杭または鋼管杭の先端処理をセメン
トミルク噴出攪拌方式による場合は、杭基礎施工便覧に示されて
いる工法技術またはこれと同等の工法技術によるものとし、受注
者は施工に先立ち、当該工法技術について、設計図書に関して監
督職員の承諾を得なければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 4 4 21 （5） 受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作
業を行ってはならない。ただし、作業が可能なように、遮へいし
た場合等には、設計図書に関して監督職員の承諾を得て作業を行
うことができる。また、気温が5℃以下の時は溶接を行ってはな
らない。ただし、気温が－10～＋5℃の場合で、溶接部から100mm
以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工できる。

3 2 4 4 21 （5） 受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作
業を行ってはならない。風は、セルフシールドアーク溶接の場合
には10m/sec以内、ガスシールドアーク溶接の場合には2m/sec以
内とする。ただし、作業が可能なように、遮へいした場合等に
は、設計図書に関して監督職員の承諾を得て作業を行うことがで
きる。また、気温が5℃以下の時は溶接を行ってはならない。た
だし、気温が－10～＋5℃の場合で、溶接部から100mm以内の部分
がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工できる。

3 2 4 5 1 1.試験杭 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施
工しなければならない。また、設計図書に示されていない場合に
は、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設計
図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるように最
初の一本を試験杭として施工してもよい。

3 2 4 5 1 1.試験杭 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施
工しなければならない。また、設計図書に示されていない場合に
は、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設計
図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるように最
初の一本を試験杭として施工してもよい。
また、一本だけで施工管理のための十分な情報が得られない場合
は、次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する情報
を補足し、以降の杭施工に反映するものとする。

3 2 4 5 9 9.鉄筋かごの建
込み

受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み後
に、湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごには、設
計図書に示されたかぶりが確保できるように、スペーサーを同一
深さ位置に4ヶ所以上、深さ方向5m間隔以下で取付けなければな
らない。

3 2 4 5 9 9.鉄筋かごの建
込み

受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み後
に、湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごには、設
計図書に示されたかぶりが確保できるように、スペーサーを同一
深さ位置に4ヶ所以上、深さ方向3m間隔程度で取付けなければな
らない。特に杭頭部は、位置がずれやすいことから鉄筋かご円周
長に対し500～700mmの間隔で設置するものとする。

3 2 4 5 12 12.コンクリート
打設

受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、トレ
ミー管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量及び
打込み高を常に計測しなければならない。これにより難い場合
は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。ま
た、受注者は、トレミー管下端とコンクリート立上り高の関係を
トレミー管の位置、コンクリート打込み数量より検討し、トレ
ミー管をコンクリート内に打込み開始時を除き、2m以上入れてお
かなければならない.

3 2 4 5 12 12.コンクリート
打設

受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、トレ
ミー管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量及び
打込み高を常に計測しなければならない。これにより難い場合
は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。ま
た、受注者は、トレミー管下端とコンクリート立上り高の関係を
トレミー管の位置、コンクリート打込み数量より検討し、トレ
ミー管をコンクリートの上面から打込み開始時を除き、2m以上入
れておかなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 4 5 13 13.杭頭の処理 受注者は、場所打杭工の杭頭処理に際して、杭の本体を損傷させ
ないように行わなければならない。また、受注者は、場所打杭工
の施工にあたり、連続してコンクリートを打込み、レイタンス部
分を除いて品質不良のコンクリート部分を見込んで設計図書に示
す打上り面より孔内水を使用しない場合で50㎝以上、孔内水を使
用する場合で80cm以上高く打込み、硬化後、設計図書に示す高さ
まで取り壊さなければならない。オールケーシング工法による場
所打杭の施工にあたっては、鉄筋天端高さまでコンクリートを打
ち込み、硬化後、設計書図書に示す高さまで取り壊すものとす
る.

3 2 4 5 13 13.杭頭の処理 受注者は、場所打杭工の杭頭処理に際して、杭の本体を損傷させ
ないように行わなければならない。また、受注者は、場所打杭工
の施工にあたり、連続してコンクリートを打込み、レイタンス部
分を除いて品質不良のコンクリート部分を見込んで設計図書に示
す打上り面より孔内水を使用しない場合で50㎝以上、孔内水を使
用する場合で80cm以上高く打込み、硬化後、設計図書に示す高さ
まで取り壊さなければならない。オールケーシング工法による場
所打杭の施工にあたっては、鉄筋天端高さまでコンクリートを打
ち込み、硬化後、設計書図書に示す高さまで取り壊すものとす
る。

3 2 4 5 14 14.オールケーシ
ング工法の施工

受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング
チューブの引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよう
にするとともに、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ下端
をコンクリート打設面より2m以上コンクリート内に挿入しておか
なければならない。

3 2 4 5 14 14.オールケーシ
ング工法の施工

受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング
チューブの引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよう
にするとともに、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ下端
をコンクリートの上面から2m以上コンクリート内に挿入しておか
なければならない。

3 2 4 5 17 17.鉄筋かご建込
み時の溝壁崩壊
防止

受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホールハ
ンマー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋かごを
降下させるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさせない
ようにしなければならない。

3 2 4 5 17 17.鉄筋かご建込
み時の孔壁崩壊
防止

受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホールハ
ンマー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋かごを
降下させるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさせては
ならない。

3 2 4 6 7 7.鉄筋の継手 軸方向鉄筋の継手は機械式継手とし、せん断補強鉄筋は重ね継手
又は機械式継手とする。これにより難い場合は、監督職員の承諾
を得なければならない。

3 2 4 6 7 7.鉄筋の継手 軸方向鉄筋の継手は機械式継手とし、せん断補強鉄筋は重ね継手
または機械式継手とする。これにより難い場合は、監督職員の承
諾を得なければならない。

3 2 5 3 5 5.コンクリート
ブロック工の練
積又は練張の施
工

受注者は、コンクリートブロック工の練積または練張の施工にあ
たり、合端を合わせ尻かいを用いて固定し、胴込めコンクリート
を充填した後に締固め、合端付近に空隙が生じないようにしなけ
ればならない。

3 2 5 3 5 5.コンクリート
ブロック工の練
積または練張の
施工

受注者は、コンクリートブロック工の練積または練張の施工にあ
たり、合端を合わせ尻かいを用いて固定し、胴込めコンクリート
を充填した後に締固め、合端付近に空隙が生じないようにしなけ
ればならない。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 6 3 9 3 2 6 3 9

3 2 6 18 12 12.クラック処理
の施工

受注者は、クラック処理の施工に先立ち、ひびわれ中のゴミ、泥
などを圧縮空気で吹き飛ばすなどの方法により清掃するものと
し、ひびわれの周囲で動く破損部分は取り除かなければならな
い。また、湿っている部分については、バーナーなどで加熱し乾
燥させなければならない。

3 2 6 18 12 12.クラック処理
の施工

受注者は、クラック処理の施工に先立ち、ひび割れ中のゴミ、泥
などを圧縮空気で吹き飛ばすなどの方法により清掃するものと
し、ひび割れの周囲で動く破損部分は取り除かなければならな
い。また、湿っている部分については、バーナーなどで加熱し乾
燥させなければならない。

3 2 6 19 11 11.目地の補修 受注者は、目地の補修において注入目地材により舗装版のひびわ
れ部の補修を行う場合には、注入できるひびわれはすべて注入
し、注入不能のひびわれは、施工前に設計図書に関して監督職員
と協議しなければならない。

3 2 6 19 11 11.目地の補修 受注者は、目地の補修において注入目地材により舗装版のひび割
れ部の補修を行う場合には、注入できるひび割れはすべて注入
し、注入不能のひび割れは、施工前に設計図書に関して監督職員
と協議しなければならない。

3 2 6 19 12 12.クラック防止
シート張りを行
う場合の注意

受注者は、目地補修においてクラック防止シート張りを行う場合
には、舗装版目地部及びひびわれ部のすき間の石、ごみ等を取り
除き、接着部を清掃のうえ施工しなければならない。
なお、自接着型以外のクラック防止シートを使用する場合は、接
着部にアスファルト乳剤を0.8ℓ/m2程度を塗布のうえ張付けなけ
ればならない。

3 2 6 19 12 12.クラック防止
シート張りを行
う場合の注意

受注者は、目地補修においてクラック防止シート張りを行う場合
には、舗装版目地部及びひび割れ部のすき間の石、ごみ等を取り
除き、接着部を清掃のうえ施工しなければならない。
なお、自接着型以外のクラック防止シートを使用する場合は、接
着部にアスファルト乳剤を0.8ℓ/m2程度を塗布のうえ張付けなけ
ればならない。

3 2 6 19 14 14.目地補修禁止
の状態

受注者は、目地補修において目地及びひびわれ部が湿っている場
合には、注入及び張付け作業を行ってはならない。

3 2 6 19 14 14.目地補修禁止
の状態

受注者は、目地補修において目地及びひび割れ部が湿っている場
合には、注入及び張付け作業を行ってはならない。

3 2 7 3 3 3.締固め管理 受注者は、構造物基礎の置換工に当たり、構造物に有害な沈下及
びその他の影響が生じないように十分に締め固めなければならな
い。

3 2 7 3 3 3.締固め管理 受注者は、構造物基礎の置換工にあたり、構造物に有害な沈下及
びその他の影響が生じないように十分に締め固めなければならな
い。

3 2 10 5 24 24.止水シートの
設置

受注者は、止水シートの設置にあたり、突起物やシートの接続方
法の不良により漏水しないように施工しなければならない。

3 2 10 5 24 24.止水シートの
設置

受注者は、止水シートの設置にあたり、突起物やシートの接続方
法の不良により漏水しないように施工しなければならない。側壁
や下床版等のコンクリートの打継部では必要に応じて増張りを施
すものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 10 16 10 10.換気等の効果
確認

受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以内
ごとに1回、定期に、定められた方法に従って、空気の粉じん濃
度等について測定を行わなければならない。この際、粉じん濃度
（吸入性粉じん濃度）目標レベルは3㎎/m3以下とし、掘削断面積
が小さいため、3㎎/m3を達成するのに必要な大きさ(口径)の風管
又は必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん装置の設置等
が施工上極めて困難であるものについては、可能な限り、3㎎/m3
に近い値を粉じん濃度目標レベルとして設定し、当該値を記録し
ておくこと。また、各測定点における測定値の平均値が目標レベ
ルを超える場合には、作業環境を改善するための必要な措置を講
じなければならない。

3 2 10 16 10 10.換気等の効果
確認

受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以内
ごとに1回、定期に、定められた方法に従って、空気の粉じん濃
度等について測定を行わなければならない。この際、粉じん濃度
（吸入性粉じん濃度）目標レベルは3㎎/m3以下とし、掘削断面積
が小さいため、3㎎/m3を達成するのに必要な大きさ(口径)の風管
または必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん装置の設置
等が施工上極めて困難であるものについては、可能な限り、3㎎
/m3に近い値を粉じん濃度目標レベルとして設定し、当該値を記
録しておくこと。また、各測定点における測定値の平均値が目標
レベルを超える場合には、作業環境を改善するための必要な措置
を講じなければならない。

3 2 12 2 6 6.CO2ガスシール

ドアーク溶接に
用いるCO2ガス

CO2ガスシールドアーク溶接に用いるCO2ガスは、JIS K 1106（液
化二酸化炭素（液化炭酸ガス））に規定された第3種を使用する
もとのする。

3 2 12 2 6 6.CO2ガスシール

ドアーク溶接に
用いるCO2ガス

CO2ガスシールドアーク溶接に用いるCO2ガスは、JIS K 1106（液
化二酸化炭素（液化炭酸ガス））に規定された3種を使用するも
のとする。

3 2 12 3 1 ① 受注者は、工作に着手する前に原寸図を作成し、図面の不備や製
作上に支障がないかどうかを確認しなければならない。

3 2 12 3 1 ① 受注者は、工作に着手する前に原寸図を作成し、図面の不備や製
作上に支障がないかどうかを確認しなければならない。
ただし、コンピュータによる原寸システム等を使用する場合で、
原寸図を用いずに図面の不備や製作上の問題点を確認できる場合
は、原寸図の作成を省略するものとする。

3 2 12 3 1 ③ 受注者は、JIS B 7512 （鋼製巻尺）の1級に合格した鋼製巻尺を
使用しなければならない。
なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承諾
を得なければならない。

3 2 12 3 1 ③ 原寸図を作成する場合、受注者は、JIS B 7512 （鋼製巻尺）の1
級に合格した鋼製巻尺を使用しなければならない。
なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承諾
を得なければならない。

3 2 12 3 1 ④ 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正を
行わなければならない。

3 2 12 3 1 ④ 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正を
行わなければならない。なお、桁に鋼製巻尺を添わせる場合に
は、桁と同温度とみなせるため温度補正の必要はない。

3 2 12 3 1 (6) 板厚方向の材片の偏心：t≦50 薄い方の板厚の10％以下 3 2 12 3 1 (6) 板厚方向の材片の偏心：t≦50mm 薄い方の板厚の10％以下

3 2 12 3 1 (6) 50＜t5mm以下 3 2 12 3 1 (6) 50mm＜t 5mm以下

3 2 12 3 1 (6) 裏当金を用いる場合の密着度：0.5mm以下 3 2 12 3 1 (6) 裏当て金を用いる場合の密着度：0.5mm以下

3 2 12 3 1 (8) 受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側100mm及び
アークの前方100mm範囲の母材を表3-2-51により予熱することを
標準とする。

3 2 12 3 1 (8) 受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側100mm及び
アークの前方100mm範囲の母材を表3-2-51により予熱することを
標準とする。
なお、鋼材のPCM値を低減すれば予熱温度を低減できる。この場
合の予熱温度は表2-52とする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 12 3 1 (11) 3 2 12 3 1 (11)

3 2 12 3 1 ⑤ 受注者は、主要部材の突合わせ継手及び断面を構成するT継手、
かど継手に関しては、ビード表面にピットを発生させてはならな
い。

3 2 12 3 1 ⑤ 受注者は、主要部材の突合わせ継手及び断面を構成するT継手、
角継手に関しては、ビード表面にピットを発生させてはならな
い。

3 2 12 3 1 ⑥ 外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を行
う者は、それぞれの試験の種類に応じたJIS Z 2305（非破壊試験
－技術者の資格及び認証）に規定するレベル2以上の資格を有し
ていなければならない。

3 2 12 3 1 ⑥ 外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を行
う者は、それぞれの試験の種類に応じたJIS Z 2305（非破壊試験
－技術者の資格及び認証）に規定するレベル2以上の資格を有し
ていなければならない。なお、極間法を適用する場合には、磁粉
探傷試験の資格のうち、極間法に限定された磁粉探傷試験のレベ
ル2以上の資格を有するものとする。

3 2 12 3 1 ⑥ 内部きずの検査について、放射線透過試験又は超音波探傷試験を
行う者は、それぞれの試験の種類に応じてJIS Z 2305（非破壊試
験－技術者の資格及び認証）に基づく次の1)～3)に示す資格を有
していなければならない。

3 2 12 3 1 ⑥ 内部きずの検査について、放射線透過試験または超音波探傷試験
を行う者は、それぞれの試験の種類に応じてJIS Z 2305（非破壊
試験技術者の資格及び認証）に基づく次の1)～3)に示す資格を有
していなければならない。
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現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

3 2 12 3 1 (12) 3 2 12 3 1 (12)

3 2 12 3 1 (14) ただし、他の方法によって実仮組立てと同等の精度の検査が行え
る場合は、監督職員の承諾を得て実施できる。

3 2 12 3 1 (14) ただし、シミュレーション仮組立などの他の方法によって実仮組
立てと同等の精度の検査が行える場合は、監督職員の承諾を得て
実施できる。

3 2 12 3 2 ① 受注者は摩擦接合を行う材片を組み合わせた場合、孔のずれは
1.0mm以下としなければならない。

3 2 12 3 2

3 2 12 4 1 （2） 受注者は、亜鉛めっきのため油抜き等の処理を行い、めっき後は
十分なひずみ取りを行わなければならない。

3 2 12 4 1 （2） 受注者は、亜鉛めっきのため油抜き等の処理を行い、めっき後は
十分なひずみとりを行わなければならない。

3 2 12 11 12 （3） 受注者は、同一工事、同一塗装系及び同一塗装方法により塗装さ
れた500m2単位毎25点（1点当たり5回測定）以上塗膜厚の測定を
しなければならない。ただし、1ロットの面積が200m2に満たない
場合は10m2ごとに1点とする。

3 2 12 11 12 （3） 受注者は、同一工事、同一塗装系及び同一塗装方法により塗装さ
れた500m2単位毎25点（1点あたり5回測定）以上塗膜厚の測定を
しなければならない。ただし、1ロットの面積が200m2に満たない
場合は10m2ごとに1点とする。

3 2 14 2 8 8.芝串 受注者は張芝の脱落を防止するため、1m2当たり20～30本の芝串
で固定するものとする。また、張付けにあたっては芝の長手を水
平方向とし、縦目地を通さず施工しなければならない。

3 2 14 2 8 8.芝串 受注者は張芝の脱落を防止するため、1m2あたり20～30本の芝串
で固定するものとする。また、張付けにあたっては芝の長手を水
平方向とし、縦目地を通さず施工しなければならない。

3 2 17 2 1 1.一般事項 受注者は、樹木・芝生管理工の施工に使用する肥料、薬剤につい
ては、施工前に監督職員に品質を証明する資料等の、確認を受け
なければならない。
なお、薬剤については農薬取締法（平成19年3月改正 法律第8
号）に基づくものでなければならない。

3 2 17 2 1 1.一般事項 受注者は、樹木・芝生管理工の施工に使用する肥料、薬剤につい
ては、施工前に監督職員に品質を証明する資料等の、確認を受け
なければならない。
なお、薬剤については農薬取締法（平成26年6月改正 法律第69
号）に基づくものでなければならない。

3 2 17 3 16 16.支柱の設置 受注者は、支柱の設置については、ぐらつきのないよう設置しな
ければならない。また、樹幹と支柱との取付け部については、杉
皮等を巻きしゅろなわを用いて動かぬよう結束しなければならな
い。

3 2 17 3 16 16.支柱の設置 受注者は、支柱の設置については、ぐらつきのないよう設置しな
ければならない。また、樹幹と支柱との取付け部については、杉
皮等を巻きシュロ縄を用いて動かぬよう結束しなければならな
い。
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3 2 18 2 1 （4） 受注者は、スペーサーについては、コンクリート製もしくはモル
タル製を使用するのを原則とし、本体コンクリートと同等の品質
を有するものとしなければならない。
なお、それ以外のスペーサーを使用する場合はあらかじめ設計図
書に関して監督職員と協議しなければならない。スペーサーは、
1m2当たり4個を配置の目安とし、組立及びコンクリートの打込
中、その形状を保つものとする。

3 2 18 2 1 （4） 受注者は、スペーサーについては、コンクリート製もしくはモル
タル製を使用するのを原則とし、本体コンクリートと同等の品質
を有するものとしなければならない。
なお、それ以外のスペーサーを使用する場合はあらかじめ設計図
書に関して監督職員と協議しなければならない。スペーサーは、
1m2あたり4個を配置の目安とし、組立及びコンクリートの打込
中、その形状を保つものとする。

3 2 18 2 1 （12） 受注者は、床版コンクリート打設前及び完了後、キャンバーを測
定し、その記録を整備及び保管し、監督職員または検査職員の請
求があった場合は速やかに提示しなければならない。

3 2 18 2 1 （12） 受注者は、床版コンクリート打設前においては主桁のそり、打設
後においては床版の基準高を測定し、その記録を整備及び保管
し、監督職員または検査職員の請求があった場合は速やかに提示
しなければならない。

6 1 7 2 1 6 1 7 2 1
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

6 1 7 2 1 6 1 7 2 1

6 4 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・マニュアル編） （平成26年9月）

6 4 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

6 5 2 0 5 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・マニュアル編） （平成26年9月）

6 5 2 0 5 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

6 5 2 0 5 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和60年2月） 6 5 2 0 5 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月）

6 5 6 1 2 2.適用規定 受注者は、可動堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術
基準（案）（基準解説編・マニュアル編） （平成26年9月） 第7
章施工の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を
得なければならない。

6 5 6 1 2 2.適用規定 受注者は、可動堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術
協会 ダム・堰施設技術基準（案） （基準解説編・設備計画マ
ニュアル編）（平成28年10月）及び、国土交通省 ダム・堰施設
技術基準（案） （平成28年3月） 第7章施工の規定による。これ
により難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 5 7 1 2 2.適用規定 受注者は、固定堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術
基準（案）（基準解説編・マニュアル編） （平成26年9月） 第7
章施工の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を
得なければならない。

6 5 7 1 2 2.適用規定 受注者は、固定堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術
協会 ダム・堰施設技術基準（案） （基準解説編・設備計画マ
ニュアル編）（平成28年10月）及び、国土交通省 ダム・堰施設
技術基準（案） （平成28年3月） 第7章施工の規定による。これ
により難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 5 8 1 2 2.適用規定 受注者は、魚道工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術基準
（案）（基準解説編・マニュアル編） （平成26年9月） 第7章施
工の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得な
ければならない。

6 5 8 1 2 2.適用規定 受注者は、魚道工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術協会
ダム・堰施設技術基準（案） （基準解説編・設備計画マニュア
ル編）（平成28年10月）及び、国土交通省 ダム・堰施設技術基
準（案） （平成28年3月） 第7章施工の規定による。これにより
難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

6 6 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・マニュアル編） （平成26年9月）

6 6 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

6 6 2 0 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成13年）

6 6 2 0 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成27年2月）

6 6 2 0 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備設計指針（案）同解
説 （平成13年）

6 6 2 0 0

6 9 2 0 1 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・マニュアル編） （平成26年9月）

6 9 2 0 1 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

6 9 2 0 1 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成13年）

6 9 2 0 1 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成27年2月）

7 1 2 0 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

7 1 2 0 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成26年12月）

7 2 2 0 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

7 2 2 0 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成26年12月）

7 2 5 11 24 24.曳航  回航に
当たっての事故
防止

受注者は、ケーソン曳航、回航にあたっては、監視を十分に行
い、他航行船舶との事故防止につとめなければならない。

7 2 5 11 24 24.曳航  回航に
あたっての事故
防止

受注者は、ケーソン曳航、回航にあたっては、監視を十分に行
い、他航行船舶との事故防止につとめなければならない。

7 2 5 11 27 27.回航中の寄港
又は避難

受注者は、回航中、寄港または避難した場合は、ただちにケーソ
ンの異常の有無を監督職員に連絡しなければならない。また、目
的地に到着時も同様にしなければならない。また、回航計画に定
める地点を通過したときは、通過時刻及び異常の有無を同様に連
絡しなければならない。

7 2 5 11 27 27.回航中の寄港
または避難

受注者は、回航中、寄港または避難した場合は、ただちにケーソ
ンの異常の有無を監督職員に連絡しなければならない。また、目
的地に到着時も同様にしなければならない。また、回航計画に定
める地点を通過したときは、通過時刻及び異常の有無を同様に連
絡しなければならない。

7 3 2 0 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

7 3 2 0 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成26年12月）

8 1 2 0 0 砂防・地すべり技術センター 砂防ソイルセメント施工便覧 （平
成28年版）

8 1 6 1 2 2.適用規定 受注者は、法面の施工にあたって、「道路土工－のり面工・斜面
安定工指針 3設計と施工」（日本道路協会、平成21年6月）、
「のり枠工の設計・施工指針第8章吹付枠工、第9章プレキャスト
枠工、第10章現場打ちコンクリート枠工、第11章中詰工」（全国
特定法面保護協会、平成25年10月）、「グラウンドアンカー設
計・施工基準、同解説第7章施工」（地盤工学会、平成24年5月）
の規定による。これ以外の施工方法による場合は、施工前に設計
図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。

8 1 6 1 2 2.適用規定 受注者は、法面の施工にあたって、「道路土工－切土工・斜面安
定工指針 3設計と施工」（日本道路協会、平成21年6月）、「の
り枠工の設計・施工指針第8章吹付枠工、第9章プレキャスト枠
工、第10章現場打ちコンクリート枠工、第11章中詰工」（全国特
定法面保護協会、平成25年10月）、「グラウンドアンカー設計・
施工基準、同解説第7章施工」（地盤工学会、平成24年5月）の規
定による。これ以外の施工方法による場合は、施工前に設計図書
に関して監督職員の承諾を得なければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

9 1 7 2 4 4.通水試験 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コンク
リートの打込み前に通水試験を行い、監督職員の確認を得た後で
なければならない。

9 1 7 2 4 4.通水試験 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コンク
リートの打込み前に通水試験を行い、監督職員の確認を得なけれ
ばならない。

9 1 7 3 3 3.通気又は通水
試験

受注者は、コンクリートの打込み完了後には、通気または通水試
験を行い、パイプづまり等がないようにしなければならない。

9 1 7 3 3 3.通気または通
水試験

受注者は、コンクリートの打込み完了後には、通気または通水試
験を行い、パイプづまり等がないようにしなければならない。

10 1 2 0 0 国土交通省 道路土工構造物技術基準 （平成27年3月）

10 1 9 1 4 （2） 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状
態及びかぶり測定要領（以下、「要領」という。）」に従い行わ
なければならない。

10 1 9 1 4 （2） 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状
態及びかぶり測定要領（以下、「要領」という。）」（国土交通
省、平成24年3月）に従い行わなければならない。

10 1 9 8 1 1.一般事項 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、
防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 1 9 8 1 1.一般事項 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい
て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 1 10 6 2 2.埋戻し時の注
意

受注者は、排水管を設置した後のフィルター材は、設計図書によ
る材料を用いて施工するものとし、目づまり、有孔管の穴が詰ま
らないよう埋戻ししなければならない。

10 1 10 6 2 2.埋戻し時の注
意

受注者は、排水管を設置した後のフィルター材は、設計図書によ
る材料を用いて施工するものとし、目づまり、有孔管の孔が詰ま
らないよう埋戻ししなければならない。

10 2 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （昭和63年12月） 10 2 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成28年3月）

10 2 2 0 0 土木学会 舗装標準示方書 （平成19年3月） 10 2 2 0 0 土木学会 舗装標準示方書 （平成27年10月）

10 2 11 1 3 3.適用規定 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基準・
同解説第4章設計・施工」（日本道路協会、昭和63年12月）の規
定、「道路土工要綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及
び本編10-2-11-3道路植栽工の規定による。これにより難い場合
は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 2 11 1 3 3.適用規定 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基準・
同解説2-3施工」（日本道路協会、平成28年3月）の規定、「道路
土工要綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及び本編10-2-
11-3道路植栽工の規定による。これにより難い場合は、監督職員
の承諾を得なければならない。

10 2 11 3 10 10.添木の設置 受注者は、添木の設置について、ぐらつきのないよう設置しなけ
ればならない。樹幹と添木との取付け部は、杉皮等を巻きしゅろ
なわを用いて動かぬよう結束するものとする。

10 2 11 3 10 10.添木の設置 受注者は、添木の設置について、ぐらつきのないよう設置しなけ
ればならない。樹幹と添木との取付け部は、杉皮等を巻きシュロ
縄を用いて動かぬよう結束するものとする。

10 3 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和60年2月） 10 3 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月）

10 3 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成19年1月） 10 3 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成27年3月）

10 3 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成19年1月） 10 3 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成27年3月）

10 3 8 9 4 4.適用規定 受注者は、アンカーフレームの架設については、「鋼道路橋施工
便覧Ⅳ架設編第3章架設工法」（日本道路協会、昭和60年2月）に
よる。コンクリートの打込みによって移動することがないように
据付け方法を定め、施工計画書に記載しなければならない。

10 3 8 9 4 4.適用規定 受注者は、アンカーフレームの架設については、「鋼道路橋施工
便覧Ⅲ現場施工編第3章架設」（日本道路協会、平成27年3月）に
よる。コンクリートの打込みによって移動することがないように
据付け方法を定め、施工計画書に記載しなければならない。

28/72



土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

10 3 8 10 2 2.仮締めボルト 受注者は、部材の組立てに使用する仮締めボルトとドリフトピン
の合計をその箇所の連結ボルト数の1／2以上とし、架設応力に耐
えるだけの仮締めボルトとドリフトピンを用いなければならな
い。

10 3 8 11 2 2.適用規定（2） 受注者は、現場継手工の施工については、「道路橋示方書・同解
説（Ⅱ鋼橋編）18章施工」（日本道路協会、平成24年3月）、
「鋼道路橋施工便覧Ⅳ架設編第2章架設工事」（日本道路協会、
昭和60年2月）の規定による。これ以外による場合は、設計図書
に関して監督職員の承諾を得なければならない。

10 3 8 11 2 2.適用規定（2） 受注者は、現場継手工の施工については、「道路橋示方書・同解
説（Ⅱ鋼橋編）18章施工」（日本道路協会、平成24年3月）、
「鋼道路橋施工便覧Ⅲ現場施工編第3章架設」（日本道路協会、
平成27年3月）の規定による。これ以外による場合は、設計図書
に関して監督職員の承諾を得なければならない。

10 4 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和60年2月） 10 4 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月）

10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 山岳工法編・同解説 （平成18年7
月）

10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 山岳工法編・同解説 （平成28年8
月）

10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 開削工法編・同解説 （平成18年7
月）

10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 開削工法編・同解説 （平成28年8
月）

10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
18年7月）

10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
28年8月）

10 6 4 1 2 2.異常時の処置 受注者は、施工中、自然条件の変化等により、支保工に異常が生
じた場合は、工事を中止し、監督職員と協議しなければならな
い。ただし、緊急を要する場合には応急措置をとった後、直ちに
その措置内容を監督職員に連絡しなければならない。

10 6 4 1 2 2.異常時の処置 受注者は、自然条件の変化等により、支保工に異常が生じた場合
は、工事を中止し、監督職員と協議しなければならない。ただ
し、緊急を要する場合には応急措置をとった後、直ちにその措置
内容を監督職員に連絡しなければならない。

10 6 4 4 3 3.ナット緊結 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削面
や吹付けコンクリート面に密着するようにナットで緊結しなけれ
ばならない。

10 6 4 4 3 3.ナット緊結 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削面
や吹付けコンクリート面に密着するように、スパナやパイプレン
チを用いてナットで緊結しなければならない。

10 6 5 3 3 3.コンクリート
の締固め

受注者は、コンクリートの締固めにあたっては、棒状バイブレー
タを用い、打込み後速やかに締め固めなければならない。ただ
し、棒状バイブレータの使用が困難で、かつ型枠に近い場所には
型枠バイブレータを使用して確実に締め固めなければならない。

10 6 5 3 3 3.コンクリート
の締固め

受注者は、コンクリートの締固めにあたっては、棒状バイブレー
タを用い、打込み後速やかに締め固めなければならない。ただ
し、棒状バイブレータの使用が困難で、かつ型枠に近い場所には
型枠バイブレータを使用して確実に締め固めなければならない。
なお。流動性を向上させた中流動コンクリート等を使用した場合
は、材料分離を防止するために内部振動機ではなく型枠バイブ
レーターを使用するものとする。

10 6 5 3 5 5.妻型枠の施工 受注者は、妻型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐えら
れる構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなければなら
ない。

10 6 5 3 5 5.つま型枠の施
工

受注者は、つま型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐え
られる構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなければな
らない。つま型枠は、防水シートを破損しないように施工しなけ
ればならない。また、溝型枠を設置する場合は、その構造を十分
に検討し不具合のないように施工しなければならない。

10 7 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成19年1月） 10 7 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成27年3月）
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

10 7 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成19年1月） 10 7 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成27年3月）

10 8 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和60年2月） 10 8 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月）

10 8 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成19年1月） 10 8 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成27年3月）

10 8 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成19年1月） 10 8 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成27年3月）

10 9 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成19年1月） 10 9 2 0 0 日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成27年3月）

10 9 5 6 1 1.施工 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、
防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 9 5 6 1 1.施工 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい
て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 10 2 0 0 日本道路協会 道路構造令の解説と運用 （平成16年2月） 10 10 2 0 0 日本道路協会 道路構造令の解説と運用 （平成27年6月）

10 10 6 3 1 1.防水工の接合
部

受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、
防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 10 6 3 1 1.防水工の接合
部

受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい
て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 11 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
18年7月）

10 11 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
28年8月）

10 11 6 5 1 1.防水材相互の
密着

受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、
防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 11 6 5 1 1.防水材相互の
密着

受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい
て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 14 2 0 0 日本道路協会 道路トンネル維持管理便覧 （平成5年11月） 10 14 2 0 0 日本道路協会 道路トンネル維持管理便覧（本体工編） （平成27
年6月）

10 14 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （昭和63年12月） 10 14 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成28年3月）

10 14 17 3 1 1.さび落とし清
掃

受注者は、被塗物の表面を塗装に先立ち、さび落とし清掃を行う
ものとし、素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じて、以
下の仕様を適用しなければならない。

10 14 17 3 1 1.塩分の付着水
洗い

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸送
を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に
塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行いNaCl
が50mg/m2以上の時は水洗いする。

10 14 17 3 1 表14-2　素地調整程度と作業内容 10 14 17 3 2 2.さび落とし清
掃

受注者は、被塗物の表面を塗装に先立ち、さび落とし清掃を行う
ものとし、素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じて、以
下の仕様を適用しなければならない。

10 14 17 3 2 2.塩分の付着水
洗い

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸送
を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に
塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行いNaCl
が50mg/m2以上の時は水洗いする。

10 14 17 3 2 表14-2　素地調整程度と作業内容
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

10 14 18 3 2 2.裏込め注入の
施工

受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序と
しては埋設注入管のうち標高の低い側より、遂次高い方へ片押し
で作業しなければならない。また、トンネル横断面内の施工順序
としては、下部から上部へ作業を進めるものとする。

10 14 18 3 2 2.裏込め注入の
施工

受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序と
しては埋設注入管のうち標高の低い側より、遂次高い方へ片押し
で作業しなければならない。ただし、覆工コンクリートの巻厚が
薄く、注入材の偏りによって覆工コンクリートが変形し、新たな
ひび割れが発生するおそれのある場合には、左右交互にバランス
のとれた注入順序とする。また、トンネル横断面内の施工順序と
しては、下部から上部へ作業を進めるものとする。

10 14 22 2 1 1.一般事項 受注者は、道路除草工の施工については、時期、箇所について監
督職員より指示を受けるものとし、完了後は速やかに監督職員に
報告しなければならない

10 14 22 2 1 1.一般事項 受注者は、道路除草工の施工については、時期、箇所について監
督職員より指示を受けるものとし、完了後は速やかに監督職員に
報告しなければならない。

10 16 3 6 3 3.型鋼製作 10 16 3 6 3 3.形鋼製作

10 16 3 6 3 （2） 型鋼の加工は、工場で行うものとする。 10 16 3 6 3 （2） 形鋼の加工は、工場で行うものとする。

11 1 1 0 0 第１節　適　用 本章は、管路工事における管きょ工（開削）、管きょ工（小口径
推進）、管きょ工（推進）、管きょ工（シールド）、マンホール
工、特殊マンホール工、取付管及びます工、地盤改良工、立坑工
その他これらに類する工種について適用するものである。
なお、本章に特に定めない事項については、第１編共通編及び第
３編土木工事共通編の規定によるものとする。

11 1 1 0 0 第１節　適　用 本章は、管路工事における管きょ工（開削）、管きょ工（小口径
推進）、管きょ工（推進）、管きょ工（シールド）、管きょ更生
工、マンホール工、特殊マンホール工、取付管及びます工、地盤
改良工、付帯工、立坑工その他これらに類する工種について適用
するものである。
なお、本章に特に定めない事項については、第１編共通編及び第
３編土木工事共通編の規定によるものとする。

11 1 2 0 0 第２節　適用す
べき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めない事項については、下記
の基準類によらなければならない。なお、基準類と設計図書に相
違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑
義がある場合は監督職員に確認をもとめなければならない。
日本下水道協会下水道施設計画・設計指針と解説
日本下水道協会下水道維持管理指針
日本下水道協会小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説
日本下水道協会下水道工事施工管理指針と解説
日本下水道協会下水道施設の耐震対策指針と解説
日本下水道協会下水道推進工法の指針と解説
日本下水道協会下水道排水設備指針と解説
土木学会トンネル標準示方書（開削工法編）・同解説
土木学会トンネル標準示方書（シールド工法編）・同解説
土木学会トンネル標準示方書（山岳工法編）・同解説

11 1 2 0 0 第２節　適用す
べき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めない事項については、下記
の基準類によらなければならない。なお、基準類と設計図書に相
違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑
義がある場合は監督職員に確認をもとめなければならない。
日本下水道協会　下水道施設計画・設計指針と解説
日本下水道協会　下水道維持管理指針
日本下水道協会　小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説
日本下水道協会　下水道工事施工管理指針と解説
日本下水道協会　下水道施設の耐震対策指針と解説
日本下水道協会　下水道推進工法の指針と解説
日本下水道協会　下水道排水設備指針と解説
日本下水道協会　管きょ更生工法における設計・施工管理ガイド
ライン（案）
土木学会　トンネル標準示方書（開削工法編）・同解説
土木学会　トンネル標準示方書（シールド工法編）・同解説
土木学会　トンネル標準示方書（山岳工法編）・同解説
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 3 2 1 （２）陶管 JSWAS R-2（下水道用陶管）
JSWAS R-1（下水道用陶製卵形管）

11 1 3 2 1 （２）ボックス
カルバート

JSWAS A-12
（下水道用鉄筋コンクリート製ボックスカルバート）
JSWAS A-13
（下水道用プレストレストコンクリート製ボックスカルバート）

11 1 3 2 1 （３）硬質塩化
ビニル管

JSWAS K-1（下水道用硬質塩化ビニル管）
JSWAS K-3（下水道用硬質塩化ビニル卵形管）
JSWAS K-4（下水道用高剛性硬質塩化ビニル卵形管）
JSWAS K-5（下水道用高剛性硬質塩化ビニル管）
JSWAS K-13（下水道用リブ付硬質塩化ビニル管）

11 1 3 2 1 （３）硬質塩化
ビニル管

JSWAS K-1（下水道用硬質塩化ビニル管）
JSWAS K-3（下水道用硬質塩化ビニル卵形管）
JSWAS K-13（下水道用リブ付硬質塩化ビニル管）

11 1 3 2 1 （７）鋼管 JIS G 3443（水輸送用塗覆装鋼管）
JIS G 3451（水輸送用塗覆装鋼管の異形管）
JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）

11 1 3 2 1 （７）鋼管 JIS G 3443（水輸送用塗覆装鋼管）
JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）

11 1 3 2 1 （８）鋳鉄管 JSWAS G-1（下水道用ダクタイル鋳鉄管）
JSWAS 5526（ダクタイル鋳鉄管）
JSWAS 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）

11 1 3 2 1 （８）鋳鉄管 JSWAS G-1（下水道用ダクタイル鋳鉄管）
JIS G 5526（ダクタイル鋳鉄管）
JIS G 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）

11 1 3 2 2 受注者は、管きょ工（開削）の施工に使用する材料については、
使用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整
備、保管し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出しな
ければならない。

11 1 3 2 2 受注者は、管きょ工（開削）の施工に使用する材料について、使
用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備
及び保管し、監督職員から請求があった場合は速やかに提出しな
ければならない。

11 1 3 3 3 受注者は工事の施工に伴って発生する騒音、振動、地盤沈下、地
下水の枯渇、電波障害等に起因する事業損が懸念される場合は、
監督職員と協議のうえ、第三者への被害を未然に防止しなければ
ならない。

11 1 3 3 3 受注者は工事の施工に伴って発生する騒音、振動、地盤沈下、地
下水の枯渇、電波障害等に起因する事業損失が懸念される場合
は、監督職員と協議のうえ、第三者への被害を未然に防止しなけ
ればならない。

11 1 3 3 4 受注者は、掘削する区域及び延長については、交通対策を考慮し
て決めなければならない。

11 1 3 3 4 受注者は、掘削する区域及び延長については、交通対策等を考慮
して決めなければならない。

11 1 3 3 5 受注者は、管路掘削の施工にあたり、特に指定のない限り地質の
硬軟、地形及び現地の状況により安全な工法をもって、設計図書
に示した工事目的の深さまで掘り下げなければならない。

11 1 3 3 5 受注者は、管路掘削の施工にあたり、特に指定のない限り地質の
硬軟、地形及び現地の状況により安全な工法をもって、設計図書
に示した工事目的物の深さまで掘り下げなければならない。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 3 3 11 受注者は、埋戻しの施工にあたり、管の両側より同時に埋戻し、
管きょその他の構造物の側面に空隙を生じないよう十分突き固
め、特に管の周辺及び管頂30cmまでは注意しなければならない。

11 1 3 3 11 受注者は、埋戻しの施工にあたり、管の両側より同時に埋戻し、
管きょその他の構造物の側面に空隙を生じないよう十分突き固め
なければならない。また、管の周辺及び管頂30cmまでは特に注意
して施工しなければならない。

11 1 3 3 12 受注者は、埋戻しの施工にあたり、設計図書に基づき、各層所定
の厚さ毎に両側の埋戻し高さが均等になるように、必ず人力及び
タンパ等により十分固めなければならない。

11 1 3 3 12 受注者は、埋戻しの施工にあたり、設計図書に基づき、各層所定
の厚さ毎に両側の埋戻し高さが均等になるように、必ず人力及び
タンパ等により十分締固めなければならない。また、一層の仕上
り厚は、30cm以下を基本とし埋戻さなければならない。

11 1 3 3 13 受注者は、埋戻しの施工にあたり、埋戻し箇所の残材、廃物、木
くず等を撤去し、一層の仕上り厚は、30cm以下を基本とし埋戻さ
なければならない。

11 1 3 3 13 受注者は、埋戻しの施工にあたり、埋戻し箇所の残材、廃物、木
くず等を撤去しなければならない。

11 1 3 4 6 受注者は、管の布設にあたって、所定の基礎を施した後に、上流
の方向に受口を向け、他方の管端を既設管に密着させ、中心線、
勾配及び管底高を保ち、かつ漏水・不陸・偏心等が生じないよう
施工しなければならない。

11 1 3 4 6 受注者は、管の布設にあたり、所定の基礎を施した後に、上流の
方向に受口を向け、他方の管端を既設管に密着させ、中心線、勾
配及び管底高を保ち、かつ漏水・不陸・偏心等が生じないよう施
工しなければならない。

11 1 3 4 7 （１） 管接合前、受口内面をよく清掃し、滑材を塗布し、容易に差込み
うるようにしたうえ、差口は事前に清掃し、所定の位置にゴム輪
をはめ、差込み深さが確認できるように印を付けておかなければ
ならない。

11 1 3 4 7 （１） 管接合前、受口内面をよく清掃し、滑材を塗布し、容易に差込め
るようにしたうえ、差口は事前に清掃し、所定の位置にゴム輪を
はめ、差込み深さが確認できるよう印を付けておかなければなら
ない。

11 1 3 4 7 （２） 管の接合部を、原則として曲げて施工してはならない。

11 1 3 4 7 （３） 使用前に管の接合に用いるゴム輪の傷の有無、老化の状態及び寸
法の適否について検査しなければならない。なお、検査済みのゴ
ム輪の保管は暗所に保存し、屋外に野積みしてはならない。

11 1 3 4 7 （２） 使用前に管の接合に用いるゴム輪の傷の有無、老化の状態及び寸
法の適否について検査しなければならない。なお、検査済みのゴ
ム輪の保管は暗所に保存し、屋外に野積みしてはならない。

11 1 3 4 0 （陶管） 11 1 3 4 0 （リブ付き硬質
塩化ビニル管）
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 3 4 9 受注者は、陶管の布設にあたり、下記の規定によらなければなら
ない。
圧縮ジョイント付きの管を使用する場合、管底を正確に保つため
表示ラベルを上にして並べ、圧縮ジョイントに付着した土砂等を
完全に拭取り、滑剤を塗布し挿入機等にて所定の深さまで引込み
完全に水密になるようにしなければならない。

11 1 3 4 9 受注者は、リブ付き硬質塩化ビニル管の布設にあたり、下記の規
定によらなければならない。
（１）受口内面（受口奥部まで）及び差し口外面（ゴム輪から管
端まで）接合部に付着している泥土、水分、油分は乾いた布で清
掃しなければならない。
（２）ゴム輪が正確に挿入管の端面から第２番目と第３番目のリ
ブの間に納まっているか確認し、ゴム輪がねじれていたり、はみ
出している場合は、ゴム輪を外し溝及びゴム輪を拭いてから正確
に再装着しなければならない。また、ゴム輪は仕様により方向性
等の規制があるので、装着時に確認をしなければならない。
（３）ゴム接合に使用する滑剤は硬質塩化ビニル管用滑剤を使用
し、グリス、油等はゴム輪を劣化させるので使用してはならな
い。
（４）ゴム輪接合用滑剤をゴム輪表面及び差し口に均一に塗り、
管軸に合わせて差込口を所定の位置まで挿入しなければならな
い。差込は原則として挿入機を使用しなくてはならない。ただ
し、呼び径300mm以下はてこ棒を使用してもよい。また挿入する
時、たたき込みなど衝撃的な力を加えてはならない。

11 11 1 3 4 0 （ポリエチレン
管）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 11 1 3 4 10 受注者は、ポリエチレン管の布設にあたり、下記の規定によらな
ければならない。
（１）管融着面は、管差し口部の街表面の土や汚れを落とした
後、管差し口からスクレープに必要な長さの位置に標線を引き、
占用のスクレーパーで標線の手前まで管外表面を0.1mm程度削り
取らなければならない。このとき、削り過ぎには十分注意し、む
けていない場所があってはならない。
（２）管差し口部外表面に有害な傷がないことを確認し、傷があ
る場合は管を切断除去し、再度融着面を切削しなければならな
い。
（３）管受口内面及び管差し口切削融着面は、アセトンなどを浸
み込ませたペーパータオルで清掃し、融着面の油脂等の汚れが完
全に拭きとられていることを確認しなければならない。
（４）管の挿入においては、融着面の切削及び清掃済みの管差し
口を管受口に挿入し、標線まで挿入されていることを確認しなけ
ればならない確認しなければならない。また、管の接続部が斜め
にならないようにクランプを装着しなければならない。
（５）融着作業は水場で行ってはならない。地下水の流出の多い
ところでは排水を十分に行い、雨天時は原則、融着作業を行って
はならない。
（６）管を埋め戻す前に、発注者が指定する気密（真空）検査又
は水圧検査を行わなければならない。

11 1 3 4 10 受注者は、既製く形きょの布設にあたり、下記の規定によらなけ
ればならない。

11 1 3 4 11 受注者は、既製く形きょの布設にあたり、下記の規定によらなけ
ればならない。

11 1 3 4 10 （２） 既製く形きょの縦諦め施工は、道路土工―カルバート指針４－２
－２の規定によらなければならない。

11 1 3 4 11 （２） 既製く形きょの縦諦め施工は、道路土工―カルバート指針７－２
の規定によらなければならない。

11 1 3 4 11 受注者は、鋳鉄管の布設にあたり、下記の規定によらなければな
らない。

11 1 3 4 12 受注者は、鋳鉄管の布設にあたり、下記の規定によらなければな
らない。

11 1 3 4 12 受注者は、管の切断及びせん孔にあたり、下記の規定によらなけ
ればならない。

11 1 3 4 13 受注者は、管の切断及びせん孔にあたり、下記の規定によらなけ
ればならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 3 4 12 （１） 鉄筋コンクリート管、陶管及びダクタイル鋳鉄管を切断・せん孔
する場合、管に損傷を与えないよう専用の機械等を使用し、所定
の寸法に仕上げなければならない。

11 1 3 4 13 （１） 鉄筋コンクリート管及びダクタイル鋳鉄管を切断・せん孔する場
合、管に損傷を与えないよう専用の機械等を使用し、所定の寸法
に仕上げなければならない。

11 11 1 3 4 13 （３） ポリエチレン管を切断する場合、管軸に直角に切断標線を記入
し、原則として専用切断機で切断しなければならない。専用切断
機がない場合はパイプカッター又は丸のこなどで切断面の食い違
いが生じないように切断し、グラインダーなどでばりや食い違い
を平らに仕上げなければならない。

11 1 3 4 13 受注者は、本管の埋戻しに際し、設計図書に基づき、管の上部に
埋設標識テープを布設しなければならない。埋設標識テープは埋
戻し及び締固めを行った後、マンホールからマンホールまで切れ
目なく布設しなければならない。

11 1 3 4 14 受注者は、本管の埋戻しに際し、設計図書に基づき、管の上部に
埋設標識テープを布設しなければならない。埋設標識テープは埋
戻し及び締固めを行った後、マンホールからマンホールまで切れ
目なく布設しなければならない。

11 1 3 4 14 受注者は、マンホールとの接続にあたり、下記の規定によらなけ
ればならない。

11 1 3 4 15 受注者は、マンホールとの接続にあたり、下記の規定によらなけ
ればならない。

11 1 3 7 0 （木矢板、軽量
鋼矢板土留）

11 1 3 7 0 （木矢板、軽量
鋼矢板土留、ア
ルミ矢板土留）

11 1 3 7 7 受注者は、建込み式の木矢板、軽量鋼矢板土留の施工にあたり、
下記の規定によらなければならない。

11 1 3 7 7 受注者は、建込み式の木矢板、軽量鋼矢板土留、アルミ矢板土留
の施工にあたり、下記の規定によらなければならない。

11 1 3 8 1 受注者は、工事範囲に存在する埋設物については、設計図書、地
下埋設物調査事項、各種埋設物管理図並びに試験掘りによってそ
の全容を把握しなければならない。
２．受注者は、確認した埋設物は、その平面、断面を記載してお
き、作業関係者に周知徹底をはかり、作業中の埋設物事故を防止
しなければならない。

11 1 3 8 1 受注者は、工事範囲に存在する埋設物については、設計図書、地
下埋設物調査、各種埋設物管理図並びに試験掘りによってその全
容を把握しなければならない。
２．受注者は、確認した埋設物の位置、断面形状を記載してお
き、作業関係者に周知徹底をはかり、作業中の埋設物事故を防止
しなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 3 8 3 受注者は、工事に関係する埋設物を、あらかじめ指定された防護
方法に基づいて慎重かつ完全に防護しなければならない。

11 1 3 8 3 受注者は、工事に関係する埋設物を、あらかじめ指定された防護
方法に基づいて慎重かつ安全に防護しなければならない。

11 1 4 1 1 本節は、管きょ工（小口径推進）として仮管併用推進工、オーガ
掘削推進工、小口径泥水推進工、オーガ掘削鋼管推進工、各種小
口径推進工、立坑内管布設工、仮設備工（小口径）、送排泥設備
工、泥水処理設備工、推進水替工、補助地盤改良工、その他これ
らに類する工種について定めるものとする。

11 1 4 1 1 本節は、管きょ工（小口径推進）として低耐荷力圧入二工程推進
工、低耐荷力オーガ推進工、小口径泥水推進工、小口径泥土圧推
進工（低耐荷力泥土圧推進工）、ボーリング推進工（鋼管さや管
ボーリング推進工、取付管ボーリング推進工）、各種小口径推進
工、立坑内管布設工、仮設備工（小口径）、送排泥設備工、泥水
処理設備工、推進水替工、補助地盤改良工、その他これらに類す
る工種について定めるものとする。

11 1 4 2 1 （３）陶管 JSWAS R-3（下水道推進工法用陶管）

11 1 4 2 1 （４）硬質塩化
ビニル管

JSWAS K-6（下水道推進工法用硬質塩化ビニル管） 11 1 4 2 1 （３）硬質塩化
ビニル管

JSWAS K-6（下水道推進工法用硬質塩化ビニル管）

11 1 4 2 1 （５）レジンコ
ンクリート管

JSWAS K-12（下水道推進工法用レジンコンクリート管） 11 1 4 2 1 （４）レジンコ
ンクリート管

JSWAS K-12（下水道推進工法用レジンコンクリート管）

11 1 4 2 1 （６）鋼管 JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3454（圧力配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3455（高圧配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3456（高温配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3457（配管用アーク溶接炭素鋼鋼管）
JIS G 3460（低温配管用鋼管）
JIS G 3444（一般構造用炭素鋼鋼管）

11 1 4 2 1 （５）鋼管 JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3454（圧力配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3455（高圧配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3456（高温配管用炭素鋼鋼管）
JIS G 3457（配管用アーク溶接炭素鋼鋼管）
JIS G 3460（低温配管用鋼管）
JIS G 3444（一般構造用炭素鋼鋼管）

11 1 4 2 1 （７）強化プラ
スチック管

FRPM K201J（下水道推進工法用強化プラスチック複合管） 11 1 4 2 1 （６）強化プラ
スチック管

FRPM K201J（下水道推進工法用強化プラスチック複合管）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 4 2 2 受注者は、管きょ工（小口径推進）の施工に使用する材料につい
ては、使用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明
書を整備、保管し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提
出しなければならない。

11 1 4 2 2 受注者は、管きょ工（小口径推進）の施工に使用する材料につい
て、使用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書
を整備及び保管し、監督職員から請求があった場合は速やかに提
出しなければならない。

11 1 4 3 2 受注者は、掘進箇所において、事前に土質の変化及び捨石、基礎
杭等の存在が明らかになった場合には、周辺の状況を明確に把握
するとともに、監督職員と土質・立坑位置・工法等について協議
しなければならない。

11 1 4 3 2 受注者は、掘進箇所において、事前に土質の変化及び捨石、基礎
杭等の存在が明らかになった場合には、周辺の状況を的確に把握
するとともに、監督職員と立坑位置・工法等について協議しなけ
ればならない。

11 1 4 3 3 受注者は、推進の運搬、保管、据付けの際、管に衝撃を与えない
ように注意して取扱わなければならない。

11 1 4 3 3 受注者は、推進管の運搬、保管、据付けの際、管に衝撃を与えな
いように注意して取扱わなければならない。

11 1 4 3 14 受注者は、掘進機の運転操作に従事する技能者は、豊富な実務経
験と知識を有し熟知した者でなければならない。

11 1 4 3 14 受注者は、掘進機の運転操作に従事する技能者として、豊富な実
務経験と知識を有し熟知した者を選定しなければならない。

11 1 4 3 0 （仮管併用推進
法）

11 1 4 3 0 （低耐荷力圧入
二工程推進工）

11 1 4 3 0 （オーガ掘削推
進工）

11 1 4 3 0 （低耐荷力オー
ガ推進工）

11 1 4 3 0 （泥土圧推進
工）

11 1 4 3 26 受注者は、泥土圧推進に際し、カッタの回転により掘削を行い、
掘進速度に見合った排土を行うことで切羽土圧を調整し、切羽の
安定を保持しなければならない。

11 1 4 3 27 受注者は、泥土圧推進工事着手前に掘進位置の土質と地下水圧を
十分に把握して、適切な管理土圧を定めて運転しなければならな
い。

11 1 4 3 0 （ボーリング推
進工）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 4 3 28 受注者は、掘削位置の土質と地下水圧を十分に把握して、土砂の
取り込み過多とならないように、取り込み土量に注意しながら施
工しなければならない。

11 1 4 3 26 受注者は、内管に塩化ビニル管等を挿入する場合は、計画線に合
うようにスペーサー等を取付け固定しなければならない。

11 1 4 3 29 受注者は、内管に塩化ビニル管等を使用する場合は、計画線に合
うようにスペーサー等を取付け固定しなければならない。

11 1 4 3 27 受注者は、中込め充填材を使用する場合は、注入材による硬化熱
で塩化ビニル管等の材料が変化変形しないようにするとともに、
空隙が残ることがないようにしなければならない。

11 1 4 3 30 受注者は、中込め充填材を使用する場合は、注入材による硬化熱
で塩化ビニル管等の材料が変化変形しないようにするとともに、
空隙が残ることがないようにしなければならない。

11 1 4 3 28 受注者は、発生土について、原則、再利用を図るものとする。ま
た、発生土、泥水及び泥土（建設汚泥）処分にあたり、特に処分
場所を指定した場合は、その指定した場所の提示に従い運搬、処
分する。特に指定のない場合は、処分場所、運搬方法、運搬経路
等の計画書を作成し、監督職員に提出しなければならない。この
場合でも、関係法令に基づき適正に処分しなければならない。な
お、泥土（建設汚泥）については、極力、再生利用を図るものと
する。

11 1 4 3 31 受注者は、発生土について、原則、再利用を図るものとする。ま
た、発生土、泥水及び泥土（建設汚泥）処分にあたり、特に処分
場所を指定した場合は、その指定した場所の提示に従い運搬、処
分する。特に指定のない場合は、処分場所、運搬方法、運搬経路
等の計画書を作成し、監督職員に提出しなければならない。この
場合でも、関係法令に基づき適正に処分しなければならない。な
お、泥土（建設汚泥）については、極力、再生利用を図るものと
する。

11 1 5 2 2 受注者は、管きょ工（推進）の施工に使用する材料については、
使用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整
備、保管し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出しな
ければならない。

11 1 5 2 2 受注者は、管きょ工（推進）の施工に使用する材料について、使
用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備
及び保管し、監督職員から請求があった場合は速やかに提出しな
ければならない。

11 1 5 3 21 受注者は、掘進機の運転操作に従事する技能者は、豊富な実務経
験と知識を有し熟知した者でなければならない。

11 1 5 3 21 受注者は、掘進機の運転操作に従事する技能者として、豊富な実
務経験と知識を有し熟知した者を選定しなければならない。

11 1 5 3 31 （２） 裏込注入工は、推進完了後速やかに施工しなければならない。な
お、注入材が十分管の背面にゆきわたる範囲で、できうる限り低
圧注入とし、管体へ偏圧を生じさせてはならない。

11 1 5 3 31 （２） 裏込注入工は、推進完了後速やかに施工しなければならない。な
お、注入材が十分管の背面にゆきわたる範囲で、可能な限り低圧
注入とし、管体へ偏圧を生じさせてはならない。

11 1 6 2 2 受注者は、管きょ工（シールド）の施工に使用する材料について
は、使用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書
を整備、保管し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出
しなければならない。

11 1 6 2 2 受注者は、管きょ工（シールド）の施工に使用する材料につい
て、使用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書
を整備及び保管し、監督職員から請求があった場合は速やかに提
出しなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 6 3 2 受注者は、工事の開始にあたり、設計図書に記載された測量基準
点を基に、シールドの掘進時の方向及び工程を維持するために必
要な測量を行い、正確な図面を作成し、掘進中は、坑内に測定点
を設け、その精度の保持に努めなければならない。

11 1 6 3 2 受注者は、工事の開始にあたり、設計図書に記載された測量基準
点を基に、シールドの掘進時の方向及び高低を維持するために必
要な測量を行い、正確な図面を作成し、掘進中は、坑内に測定点
を設け、その精度の保持に努めなければならない。

11 1 6 3 9 受注者は、シールド機の運転操作に従事する技能者は、豊富な実
務経験と知識を有し熟知した者でなければならない。

11 1 6 3 9 受注者は、シールド機の運転操作に従事する技能者として、豊富
な実務経験と知識を有し熟知した者を選定しなければならない。

11 1 6 4 2 受注者は、型枠は、堅固で容易に移動でき、作業の安全性を保持
し、確実かつ能率的な構造にするものとする。

11 1 6 4 2 受注者は、型枠は、堅固で容易に移動でき、作業の安全性を保持
し、確実かつ能率的な構造にしなければならない。

11 1 6 7 0 １－６－８　仮
設備工

11 1 6 7 0 １－６－８　仮
設備工（シール
ド）

11 1 7 0 0 第７節　管きょ
更生工

11 1 7 1 0 １－７－１　一
般事項

11 1 7 1 1 本節は、管きょ更生工として管きょ内面被覆工、換気工、管きょ
更生水替工、その他これらに類する工種について定めるものとす
る。
なお、適用範囲は、管きょ更生工のうち管きょ内での人力作業を
伴わない小口径管とする。

11 1 7 1 2 本節に特に定めのない事項については、日本下水道協会　管きょ
更生工法における設計・施工管理ガイドライン（案）によるもの
とする。

11 1 7 2 0 １－７－２　材
料

11 1 7 2 1 受注者は、使用する材料が下水道の更生管きょに求められる要求
性能を満足するものであり、公的審査証明機関等の審査証明を得
たものまたはこれと同等以上の品質を有するものであることを確
認しなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 7 2 2 受注者は、管きょ更生工の施工に使用する材料について、使用前
に監督職員に承諾を得るとともに、材料が適正な管理下で製造さ
れたことを証明する資料を提出しなければならない。また、受注
者は、必要に応じ物性試験を行い監督職員に提出しなければなら
ない。

11 1 7 3 0 １－７－３　管
きょ内面被覆工

11 1 7 3 0 （施工計画）

11 1 7 3 1 受注者は、管きょ内面被覆工の施工にあたり、工事着手前に既設
管の状況、流下下水量・水位、道路状況、周辺環境、その他工事
に係る諸条件を十分に調査し、その結果に基づき現場に適応した
施工計画を作成して監督職員に提出しなければならない。

11 1 7 3 2 受注者は、管きょ更生工法の施工に従事する技術者として、この
施工に豊富な実務経験と知識を有し熟知したものを配置しなけれ
ばならない。

11 1 7 3 3 受注者は、事前に管きょ内面被覆工で採用する工法が更生管に必
要な構造機能、流下機能等の仕様を満足することを構造計算書、
流量計算書に明示するとともに工法選定理由を施工計画書に記載
し、監督職員に提出しなければならない。

11 1 7 3 0 （製管工法で使
用する材料の保
管、取扱い）

11 1 7 3 4 受注者は、製管工法で使用する表面部材等は、長期にわたり屋外
で紫外線暴露すると、表面の劣化により、部材の物性が低下する
恐れがあるため、保管場所は屋内を原則とし、搬送・搬入時には
適切な遮光措置を講じなければならない。

11 1 7 3 5 受注者は、製管工法で使用する充てん剤は水和性を有するため、
その保管および搬送・搬入時には、水濡れや結露がないように十
分に留意し、適切な措置を講じなければならない。

11 1 7 3 6 受注者は、製管工法で使用する金属部材は、長期にわたる屋外暴
露等による著しい発錆がないように適切な措置を講じなければな
らない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 7 3 0 （反転・形成工
法で使用する材
料の保管、取扱
い）

11 1 7 3 7 受注者は、反転・形成工法で使用する更生材料等を搬送、搬入、
保管する場合には、高温になったり、紫外線に当たると硬化する
ため、保冷・遮光措置等を講じなければならない。なお、工法の
特性を十分に考慮し更生材を管理しなければならない。

11 1 7 3 0 （事前確認・事
前処理）

11 1 7 3 8 受注者は、管きょ内面被覆工に先立ち、既設管きょ内を洗浄する
とともに、既設管きょ内を目視又はTVカメラ等によって調査しな
ければならない。調査の項目は延長、調査方法、取付け管突出し
処理、侵入水処理、侵入根処理及びモルタル除去とし、その結果
をまとめ監督職員に提出しなければならない。既設管きょ調査の
結果 前処理工の必要がある場合には 監督職員と協議し 管

11 1 7 3 0 （製管工法）

11 1 7 3 9 受注者は、既設管きょと表面部材などの間隙に充てんするモルタ
ルなどにより、既設管きょと表面部材等が一体化した構造である
ことを確認しなければならない。

11 1 7 3 10 受注者は、表面部材等の水密性、管きょ更生後の耐荷能力、耐久
性の確保を目的とし、施工計画書に示す充てん材性状、充てん材
注入圧力、充てん材注入量等を現場での記録により確認しなけれ
ばならない。

11 1 7 3 11 受注者は、本管口切断及び取付け管口せん孔は、充てん材を十分
に硬化させた後に施工しなければならない。また、取付け管のせ
ん孔は、管口位置確定が精度高く行える方法で仮せん孔を行う等
の位置確認を確実にしてから本せん孔する手順で行わなければな
らない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 7 3 12 受注者は、取付け管口のせん孔は、作業当日中に完了することを
原則とするが、仮せん孔等とする場合は、事前に監督職員へ報告
を行い必要な対策を講じなければならない。

11 1 7 3 0 （裏込め）

11 1 7 3 13 受注者は、施工に先立ち、使用する充てん材の選定等について監
督職員の承諾を得なければならない。

11 1 7 3 14 受注者は、充てん材注入量については、流量計等を用いて連続的
に注入量と時間を計測し、チャート紙に記録しなければならな
い。

11 1 7 3 15 受注者は、注入時に両管口に設置した立ち上げ管から充てん材の
流出を確認し、計画注入量と実際の注入量の対比、充てん後の打
音検査等により充てん材の完全充てんを確認しなければならな
い。

11 1 7 3 0 （反転・形成工
法）

11 1 7 3 16 受注者は、更生材を既設管きょ内に設置するにあたり、損傷、シ
ワおよびはく離等の発生を防ぐこと、ならびに管きょ更生後の耐
荷能力、耐久性の確保等を目的とし、施工計画書に示す挿入速
度、硬化圧力、拡径、硬化温度、硬化時間等を現場での記録によ
り確認しなければならない。

11 1 7 3 17 受注者は、本管口切断及び取付け管口せん孔は、更生材を十分に
硬化させた後に施工しなければならない。また、取付け管のせん
孔は、管口位置確定が精度高く行える方法で仮せん孔を行う等の
位置確認を確実にしてから本せん孔する手順で行わなければなら
ない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 7 3 18 受注者は、取付け管口のせん孔は、作業当日中に完了することを
原則とするが、仮せん孔等とする場合は、事前に監督職員へ報告
を行い必要な対策を講じなければならない。

11 1 7 3 0 （仕上げ）

11 1 7 3 19 受注者は、本管管口仕上げ部においては、侵入水、仕上げ材のは
く離、ひび割れなどの異常のないことを確認し、その結果を監督
職員に提出しなければならない。

11 1 7 3 20 受注者は、取付け管口仕上げにおいては、取付け管口の形態と流
下性能を確保し、接続部分の耐荷能力を維持するとともにせん孔
仕上げの不良による漏水、侵入水を発生させていないことを確認
しなければならない。

11 1 7 3 0 （仮設備） 受注者は、更生管の形成方法、既設管きょ断面等の諸条件に適合
した設備を選定しなければならない。

11 1 7 3 21 受注者は、更生管の形成方法、既設管きょ断面等の諸条件に適合
した設備を選定しなければならない。

11 1 7 4 0 １－７－４　換
気工

11 1 7 4 1 受注者は、硫化水素の発生や酸素欠乏となることが予想される箇
所では、「酸素欠乏症等防止規則」（昭和47年労働省令第42号）
に基づき、換気を行うなど適切な措置をとらなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 7 5 0 １－７－５　管
きょ更生水替工

11 1 7 5 1 受注者は、管きょ更生工を施工する区間で、管内の流水量が多く
施工に支障がある場合は、仮排水工又は仮止水工を計画しなけれ
ばならない。

11 1 7 5 2 受注者は、管きょ断面、管きょ内流水量、道路状況（交通量、道
路形状、種別、幅員）、現場周辺環境、施工目的、更生工法の特
徴などを考慮して、適切な仮排水工又は仮止水工を計画しなけれ
ばならない。

11 1 7 0 0 第７節　マン
ホール工

11 1 8 0 0 第８節　マン
ホール工

11 1 7 1 0 １－７－１　一
般事項

11 1 8 1 0 １－８－１　一
般事項

11 1 7 1 1 本節は、マンホール工として標準マンホール工、組立マンホール
工、小型マンホール工、その他これらに類する工種について定め
るものとする。

11 1 8 1 1 本節は、マンホール工として現場打ちマンホール工、組立マン
ホール工、小型マンホール工、その他これらに類する工種につい
て定めるものとする。

11 1 7 2 0 １－７－２　材
料

11 1 8 2 0 １－８－２　材
料

11 1 7 2 1 （４）組立マン
ホール

設計図書または標準図に定める規格に適合するものとする. 11 1 8 2 1 （４）組立マン
ホール

JSWAS A－11 (下水道用鉄筋コンクリート製組立マンホール)

11 1 7 2 1 （５）小型マン
ホール

JSWAS K－9（下水道用硬質塩化ビニル製小型マンホール）
JSWAS K－10 (下水道用レジンコンクリート製マンホール)
JSWAS A－10（下水道用コンクリート製小型マンホール）
JSWAS G－3（下水道用鋳鉄製防護ふた）

11 1 8 2 1 （５）小型マン
ホール

JSWAS K－9（下水道用硬質塩化ビニル製小型マンホール）
JSWAS K－10 (下水道用レジンコンクリート製マンホール)
JSWAS K－17 (下水道用硬質塩化ビニル製リブ付小型マンホール)
JSWAS A－10（下水道用コンクリート製小型マンホール）
JSWAS G－3（下水道用鋳鉄製防護ふた）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 7 2 2 受注者は、マンホール工の施工に使用する材料については、使用
前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備、
保管し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出しなけれ
ばならない。

11 1 8 2 2 受注者は、マンホール工の施工に使用する材料について、使用前
に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備及び
保管し、監督職員から請求があった場合は速やかに提出しなけれ
ばならない。

11 1 7 3 0 １－７－３　標
準マンホール工

11 1 8 3 0 １－８－３　現
場打ちマンホー
ル工

11 1 7 4 0 １－７－４　組
立マンホール工

11 1 8 4 0 １－８－４　組
立マンホール工

11 1 7 4 1 受注者は、マンホールの設置位置について、設計図書に示された
事項をもとに、埋設物、道路交通、住民の生活、接続管きょの流
入流出方向に注意し、施工性、管理面についても配慮して決定し
なければならない。なお、位置決定に際し、監督職員の承諾を得
なければならない。

11 1 8 4 1 受注者は、組立てマンホールの施工について、１－８－３現場打
ちマンホール工１．及び２．の規定によるものとする他、下記の
規定によらなければならない。

11 1 7 4 2 受注者は、マンホール天端の仕上り高さ及び勾配は、道路または
敷地の表面勾配に合致するよう仕上げなければならない。

11 1 8 4 2 受注者は、マンホール天端の仕上り高さ及び勾配を、道路または
敷地の表面勾配に合致するよう仕上げなければならない。

11 1 7 4 7 管の取付けの施工については、１－７－３標準マンホール工７．
の規定によるものとする。

11 1 8 4 7 管の取付けの施工については、１－８－３現場打ちマンホール工
３．の規定によるものとする。

11 1 7 4 8 インバートの施工については、１－７－３標準マンホール工５．
の規定によるものとする。

11 1 8 4 8 インバートの施工については、１－８－３現場打ちマンホール工
５．の規定によるものとする。

11 1 7 4 9 副管の施工については、１－７－３標準マンホール工（副管）の
規定によるものとする。

11 1 8 4 9 副管の施工については、１－８－３現場打ちマンホール工（副
管）の規定によるものとする。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 7 5 0 １－７－５　小
型マンホール工

11 1 8 5 0 １－８－５　小
型マンホール工

11 1 7 5 1 受注者は、マンホールの設置位置について、設計図書に示された
事項をもとに、埋設物、道路交通、住民の生活、接続管きょの流
入流出方向に注意し、施工性、管理面についても配慮して決定し
なければならない。なお、位置決定に際し、監督職員の承諾を得
なければならない。

11 1 8 5 1 受注者は、小型マンホールの施工について、１－８－３現場打ち
マンホール工１．及び２．の規定によるものとする他、下記の規
定によらなければならない。

11 1 7 5 2 受注者は、マンホール天端の仕上り高さ及び勾配は、道路または
敷地の表面勾配に合致するよう仕上げなければならない。

11 1 7 5 3 受注者は、硬質塩化ビニル製小型マンホールの据付けにあたり、
以下の規定によらなければならない。

11 1 8 5 2 受注者は、硬質塩化ビニル製小型マンホールの据付けにあたり、
以下の規定によらなければならない。

11 1 7 5 3 （４） 鉄蓋及び台座の据付けにあたり、鉄蓋と立上り部の中心線を合わ
せ、沈下が生じないよう台座及び周辺を入念に締固めなければな
らない。

11 1 7 5 4 受注者は、小型レジンマンホール及び小型コンクリートマンホー
ルの据付けにあたっては、１－７－４組立マンホール工の規定に
準拠して施工しなければならない。

11 1 8 5 3 受注者は、小型レジンマンホール及び小型コンクリートマンホー
ルの据付けにあたっては、１－８－４組立マンホール工の規定に
準拠して施工しなければならない。

11 1 8 1 0 １－８－１　一
般事項

11 1 9 1 0 １－９－１　一
般事項

11 1 8 2 0 １－８－２　材
料

11 1 9 2 0 １－９－２　材
料
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 8 2 1 ［鋼材］ （１）鋼管
JIS G 3443（水道用塗覆装鋼管）
JIS G 3451（水道用塗覆装異形管）
（２）鋳鉄管
使用条件によって管種（管厚）を決定するものとする。
JSWAS G-1（下水道用ダクタイル鋳鉄管）

11 1 8 2 1 ［セメントコン
クリート製品］

JIS A 5335（プレテンション方式遠心力コンクリート杭）
JIS A 5336（ポストテンション方式遠心力コンクリート杭）

11 1 9 2 1 ［セメントコン
クリート製品］

JIS A 5372（プレキャスト鉄筋コンクリート製品）
JIS A 5373（プレキャストプレストレストコンクリート製品）

11 1 8 2 1 ［止水板］ JIS K 6773（ポリ塩化ビニル止水板）

11 1 8 2 2 受注者は、施工に使用する材料については、使用前に監督職員に
承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備、保管し、監督職
員から請求があった場合は遅延なく提出しなければならない。

11 1 9 2 2 受注者は、施工に使用する材料について、使用前に監督職員に承
諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備及び保管し、監督職
員から請求があった場合は速やかに提出しなければならない。

11 1 8 3 0 １－８－３　管
路土工

11 1 9 3 0 １－９－３　管
路土工

11 1 8 4 0 １－８－４　躯
体工

11 1 9 4 0 １－９－４　躯
体工

11 1 8 4 2 受注者は、マンホール天端の仕上り高さ及び勾配は、道路または
敷地の表面勾配に合致するよう仕上げなければならない。

11 1 9 4 2 受注者は、マンホール天端の仕上り高さ及び勾配を、道路または
敷地の表面勾配に合致するよう仕上げなければならない。

11 1 8 4 6 足場 足場の施工については、２－８－９躯体工７．足場の規定による
ものとする。

11 1 9 4 6 鉄筋 鉄筋の施工については、２－８－９躯体工６．鉄筋の規定による
ものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 8 4 7 鉄筋 鉄筋の施工については、２－８－９躯体工６．鉄筋の規定による
ものとする。

11 1 9 4 7 足場 足場の施工については、２－８－９躯体工７．足場の規定による
ものとする。

11 1 8 4 9 足掛金物 足掛金物の施工については、１－７－３標準マンホール工６．の
規定によるものとする。

11 1 9 4 9 足掛金物 足掛金物の施工については、１－８－３現場打ちマンホール工
６．の規定によるものとする。

11 1 8 4 10 副管 副管の施工については、１－７－３標準マンホール工８．の規定
によるものとする。

11 1 9 4 10 副管 副管の施工については、１－８－３現場打ちマンホール工８．の
規定によるものとする。

11 1 8 4 11 マンホール上部
ブロック

マンホールブロックの施工については、１－７－３標準マンホー
ル工７．の規定及び１－７－４組立マンホール工３．４．及び
５．の規定によるものとする。

11 1 9 4 11 マンホール上部
ブロック

マンホールブロックの施工については、１－８－３現場打ちマン
ホール工７．の規定及び１－８－４組立マンホール工３．４．及
び５．の規定によるものとする。

11 1 8 5 0 １－８－５　土
留工

11 1 9 5 0 １－９－５　土
留工

11 1 8 5 1 土留工の施工については、１－３－７管路土留工及び１－12－４
土留工、１－12－５ライナープレート式土留工及び土工、１－12
－６鋼製ケーシング式土留工及び土工、１－12－７地中連続壁工
（コンクリート壁）、１－12－８地中連続壁工（ソイル壁）の規
定によるものとする。

11 1 9 5 1 土留工の施工については、１－３－７管路土留工及び１－13－４
土留工、１－13－５ライナープレート式土留工及び土工、１－13
－６鋼製ケーシング式土留工及び土工、１－13－７地中連続壁工
（壁式）、１－13－８地中連続壁工（柱列式）の規定によるもの
とする。

11 1 8 6 0 １－８－６　路
面覆工

11 1 9 6 0 １－９－６　路
面覆工

11 1 8 7 0 １－８－７　開
削水替工

11 1 9 7 0 １－９－７　開
削水替工
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 8 8 0 １－８－８　地
下水低下工

11 1 9 8 0 １－９－８　地
下水低下工

11 1 8 9 0 １－８－９　補
助地盤改良工

11 1 9 9 0 １－９－９　補
助地盤改良工

11 1 9 0 0 第９節　取付管
およびます工

11 1 10 0 0 第10節　取付管
およびます工

11 1 9 1 0 １－９－１　一
般事項

11 1 10 1 0 １－10－１　一
般事項

11 1 9 2 0 １－９－２　材
料

11 1 10 2 0 １－10－２　材
料

11 1 9 2 2 受注者は、取付管及びます工の施工に使用する材料については、
使用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整
備、保管し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出しな
ければならない。

11 1 10 2 2 受注者は、取付管及びます工の施工に使用する材料について、使
用前に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備
及び保管し、監督職員から請求があった場合は速やかに提出しな
ければならない。

11 1 9 3 0 １－９－３　管
路土工

11 1 10 3 0 １－10－３　管
路土工

11 1 9 4 0 １－９－４　ま
す設置工

11 1 10 4 0 １－10－４　ま
す設置工
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 9 5 0 １－９－５　取
付管布設工

11 1 10 5 0 １－10－５　取
付管布設工

11 1 9 6 0 １－９－６　管
路土留工

11 1 10 6 0 １－10－６　管
路土留工

11 1 9 7 0 １－９－７　開
削水替工

11 1 10 7 0 １－10－７　開
削水替工

11 1 10 0 0 第10節　地盤改
良工

11 1 11 0 0 第11節　地盤改
良工

11 1 10 1 0 １－10－１　一
般事項

11 1 11 1 0 １－11－１　一
般事項

11 1 10 2 0 １－10－２　材
料

11 1 11 2 0 １－11－２　材
料

11 1 10 2 1 受注者は、地盤改良工の施工に使用する材料については、使用前
に監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備、保
管し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出しなければ
ならない。

11 1 10 2 2 受注者は、地盤改良工の施工に使用する材料について、使用前に
監督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備及び保
管し、監督職員から請求があった場合は速やかに提出しなければ
ならない。

11 1 10 3 0 １－10－３　固
結工

11 1 11 3 0 １－11－３　固
結工
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 11 0 0 第11節　付帯工 11 1 12 0 0 第12節　付帯工

11 1 11 1 0 １－11－1　一般
事項

11 1 12 1 0 １－12－1　一般
事項

11 1 11 2 0 １－11－2　材
料

11 1 12 2 0 １－12－2　材
料

11 1 11 2 1 受注者は、付帯工の施工に使用する材料については、使用前に監
督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備、保管
し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出しなければな
らない。

11 1 12 2 1 受注者は、付帯工の施工に使用する材料について、使用前に監督
職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備及び保管
し、監督職員から請求があった場合は速やかに提出しなければな
らない。

11 1 11 3 0 １－11－3　舗装
撤去工

11 1 12 3 0 １－12－3　舗装
撤去工

11 1 11 4 0 １－11－4　管路
土工

11 1 12 4 0 １－12－4　管路
土工

11 1 11 5 0 １－11－5　舗装
復旧工

11 1 12 5 0 １－12－5　舗装
復旧工

11 1 11 5 1 （１） 路床面を損なわないように各層の路盤材料を所定の厚さに均一に
締固めなけれならない。

11 1 12 5 1 （１） 受注者は、路床面を損なわないように各層の路盤材料を所定の厚
さに均一に締固めなけれならない。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 11 5 1 （２） 各層の仕上り面が平坦となるよう施工しなければならない。 11 1 12 5 1 （２） 受注者は、各層の仕上り面が平坦となるよう施工しなければなら
ない。

11 1 11 5 1 （３） 均一な支持力が得られるよう路盤を締固めなければならない。 11 1 12 5 1 （３） 受注者は、均一な支持力が得られるよう路盤を締固めなければな
らない。

11 1 11 5 1 （４） 基層及び表層の施工にあたり、舗設作業に先立ち、基層または路
盤の表面を損傷しないよう注意し、また入念に清掃しなければな
らない。

11 1 12 5 1 （４） 受注者は、基層及び表層の施工にあたり、舗設作業に先立ち、基
層または路盤の表面を損傷しないよう注意し、また入念に清掃し
なければならない。

11 1 11 6 0 １－11－6　道路
付属物撤去工

11 1 12 6 0 １－12－6　道路
付属物撤去工

11 1 11 7 0 １－11－7　道路
付属物復旧工

11 1 12 7 0 １－12－7　道路
付属物復旧工

11 1 11 8 0 １－11－8　殻運
搬処理工

11 1 12 8 0 １－12－8　殻運
搬処理工

11 1 12 0 0 第12節　立坑工 11 1 13 0 0 第13節　立坑工

11 1 12 1 0 １－12－１　一
般事項

11 1 13 1 0 １－13－１　一
般事項
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 12 1 1 本節は、立坑工として管路土工、土留工、ライナープレート式土
留工及び土工、鋼製ケーシング式土留工及び土工、地中連続壁工
（コンクリート壁）、地中連続壁工（ソイル壁）、路面覆工、立
坑設備工、埋設物防護工、補助地盤改良工、立坑水替工、地下水
位低下工、その他これに類する工種について定めるものとする。

11 1 13 1 1 本節は、立坑工として管路土工、土留工、ライナープレート式土
留工及び土工、鋼製ケーシング式土留工及び土工、地中連続壁工
（壁式）、地中連続壁工（柱列式）、路面覆工、立坑設備工、埋
設物防護工、補助地盤改良工、立坑水替工、地下水位低下工、そ
の他これに類する工種について定めるものとする。

11 1 12 2 0 １－12－２　材
料

11 1 13 2 0 １－13－２　材
料

11 1 12 2 1 受注者は、立坑工の施工に使用する材料については、使用前に監
督職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備、保管
し、監督職員から請求があった場合は遅延なく提出しなければな
らない。

11 1 13 2 1 受注者は、立坑工の施工に使用する材料について、使用前に監督
職員に承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備及び保管
し、監督職員から請求があった場合は速やかに提出しなければな
らない。

11 1 12 3 0 １－12－３　管
路土工

11 1 13 3 0 １－13－３　管
路土工

11 1 12 4 0 １－12－４　土
留工

11 1 13 4 0 １－13－４　土
留工

11 1 12 4 1 受注者は、土留工の施工については、第３編２－10－５土留・仮
締切工及び本編１－３－７管路土留工の規定による。

11 1 13 4 1 受注者は、土留工の施工については、第３編２－10－５土留・仮
締切工及び本編１－３－７管路土留工の規定によるものの他、下
記の規定によらなければならない。

11 1 12 5 0 １－12－５　ラ
イナープレート
式土留工及び土
工

11 1 13 5 0 １－13－５　ラ
イナープレート
式土留工及び土
工

11 1 12 6 0 １－12－６　鋼
製ケーシング式
土留工及び土工

11 1 13 6 0 １－13－６　鋼
製ケーシング式
土留工及び土工
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 12 7 0 １－12－７　地
中連続壁工（コ
ンクリート壁）

11 1 13 7 0 １－13－７　地
中連続壁工（壁
式）

11 1 12 7 1 受注者は、地中連続壁工（コンクリート壁）の施工については、
第３編２－10－８地中連続壁工（壁式）の規定によるものの他、
下記の規定によらなければならない。

11 1 13 7 1 受注者は、地中連続壁工（壁式）の施工については、第３編２－
10－９地中連続壁工（壁式）の規定によるものの他、下記の規定
によらなければならない。

11 1 12 8 0 １－12－８　地
中連続壁工（ソ
イル壁）

11 1 13 8 0 １－13－８　地
中連続壁工（柱
列式）

11 1 12 8 1 受注者は地中連続壁工（ソイル壁）の施工については、第３編２
－10－９ 地中連続壁工（柱列式）の規定によるものの他、下記
の規定によらなければならない。

11 1 13 8 1 受注者は地中連続壁工（柱列式）の施工については、第３編２－
10－10 地中連続壁工（柱列式）の規定によるものの他、下記の
規定によらなければならない。

11 1 12 9 0 １－12－９　路
面覆工

11 1 13 9 0 １－13－９　路
面覆工

11 1 12 10 0 １－12－１０
立坑設備工

11 1 13 10 0 １－13－１０
立坑設備工

11 1 12 11 0 １－12－１１
埋設物防護工

11 1 13 11 0 １－13－１１
埋設物防護工

11 1 12 12 0 １－12－１２
立坑水替工

11 1 13 12 0 １－13－１２
立坑水替工
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 1 12 12 1 開削水替工の施工については、第３編２－10－７水替工の規定に
よるものとする。

11 1 13 12 1 立坑水替工の施工については、第３編２－10－７水替工の規定に
よるものとする。

11 1 12 13 0 １－12－１３
地下水位低下工

11 1 13 13 0 １－13－１３
地下水位低下工

11 1 12 14 0 １－12－１４
補助地盤改良工

11 1 13 14 0 １－13－１４
補助地盤改良工

11 2 1 0 0 第１節　適　用 本章は、処理場・ポンプ場工事における敷地造成土工、法面工、
地盤改良工、本体作業土工、本体仮設工、本体築造工、場内管路
工、吐口工、場内・進入道路工、擁壁工、場内植栽工、修景池・
水路工、場内付帯工、構造物撤去工、仮設工その他これらに類す
る工種に適用するものである。
なお、本章に特に定めない事項については、第１編共通編の規定
によるものとする。

11 2 1 0 0 第１節　適　用 本章は、処理場・ポンプ場工事における敷地造成土工、法面工、
地盤改良工、本体作業土工、本体仮設工、本体築造工、場内管路
工、吐口工、場内・進入道路工、擁壁工、場内植栽工、修景池・
水路工、場内付帯工、構造物撤去工、コンクリート構造物補修工
その他これらに類する工種に適用するものである。
なお、本章に特に定めない事項については、第１編共通編の規定
によるものとする。

11 2 2 0 0 第２節　適用す
べき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めない事項については、下記
の基準類によらなければならない。なお、基準類と設計図書に相
違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑
義がある場合は監督職員に確認をもとめなければならない。
日本下水道協会下水道施設計画・設計指針と解説
日本下水道協会下水道維持管理指針
日本下水道協会小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説
日本下水道協会下水道工事施工管理指針と解説
日本下水道協会下水道施設の耐震対策指針と解説
(社)公共建築協会建築工事共通仕様書

11 2 2 0 0 第２節　適用す
べき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めない事項については、下記
の基準類によらなければならない。なお、基準類と設計図書に相
違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑
義がある場合は監督職員に確認をもとめなければならない。
日本下水道協会　下水道施設計画・設計指針と解説
日本下水道協会　下水道維持管理指針
日本下水道協会　小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説
日本下水道協会　下水道工事施工管理指針と解説
日本下水道協会　下水道施設の耐震対策指針と解説
(社)公共建築協会　公共建築工事標準仕様書

11 2 3 1 0 敷地造成工の一般事項としては、第１編２－４－１一般事項３．
～13．の規定によるものとする。

11 2 3 1 0 敷地造成工の一般事項としては、第１編２－４－１一般事項４．
～14．の規定によるものとする。
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11 2 4 2 1 法枠工の施工については、第３編２－３－５法枠工の規定による
ものとする。

11 2 4 2 1 法枠工の施工については、第３編２－14－４法枠工の規定による
ものとする。

11 2 4 3 1 植生工の施工については、第３編２－３－７植生工の規定による
ものとする。

11 2 4 3 1 植生工の施工については、第３編２－14－２植生工の規定による
ものとする。

11 2 6 1 2 本体作業土工の一般事項としては、第１編２－４－１一般事項
３．～13．の規定によるものとする。

11 2 6 1 2 本体作業土工の一般事項としては、第１編２－４－１一般事項
４．～14．の規定によるものとする。

11 2 6 3 3 受注者は、埋戻し箇所が水中の場合には、施工前に排水しなけれ
ばならない。

11 2 6 3 3 受注者は、埋戻し箇所に湧水及び滞水などがある場合には、施工
前に排水しなければならない。

11 2 7 1 1 本節は、仮設工として土留・仮締切工、地中連続壁工（コンク
リート壁）、地中連続壁工（ソイル壁）、水替工、地下水位低下
工、補助地盤改良工、仮橋・作業台工、その他これらに類する工
種について定めるものとする。

11 2 7 1 1 本節は、仮設工として土留・仮締切工、地中連続壁工（壁式）、
地中連続壁工（柱列式）、水替工、地下水位低下工、補助地盤改
良工、仮橋・作業構台工、その他これらに類する工種について定
めるものとする。

11 2 7 2 1 土留・仮締切工の施工については、第３編２－10－５土留・仮締
切工の規定によるものとする。

11 2 7 2 1 土留・仮締切工の施工については、第３編２－10－５土留・仮締
切工の規定によるものとする他、下記の規定によらなければなら
ない。

11 2 7 2 2 受注者は、Ｈ鋼杭、鋼矢板の打込み引抜きの施工にあたり、１－
３－７管路土留工（鋼矢板、Ｈ鋼杭土留）の規定によるものとす
る。

11 2 7 2 2 受注者は、工事を安全に行えるように作業中は常に点検し、異常
のある時は、速やかに対策を講じなければならない。

11 2 7 2 3 受注者は、工事を安全に行えるように作業中は常に点検し、異常
のある時は、速やかに対策を講じなければならない。
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11 2 7 3 0 ２－７－３　地
中連続壁工（コ
ンクリート壁）

11 2 7 3 0 ２－７－３　地
中連続壁工（壁
式）

11 2 7 3 1 受注者は、地中連続壁工（コンクリート壁）の施工については、
第３編２－10－８地中連続壁（壁式）の規定によるものとする。

11 2 7 3 1 受注者は、地中連続壁工（壁式）の施工については、１－13－７
地中連続壁工（壁式）の規定によるものとする。

11 2 7 4 0 ２－７－４　地
中連続壁工（ソ
イル壁）

11 2 7 4 0 ２－７－４　地
中連続壁工（柱
列式）

11 2 7 4 1 受注者は地中連続壁工（ソイル壁）の施工については、第３編２
－10－９ 地中連続壁（柱列式）の規定によるものとする。

11 2 7 4 1 受注者は地中連続壁工（柱列式）の施工については、１－13－８
地中連続壁工（柱列式）の規定によるものとする。

11 2 7 8 0 ２－７－８　仮
橋・仮桟橋工

11 2 7 8 0 ２－７－８　仮
橋・作業構台工

11 2 7 8 1 仮橋・仮桟橋工の施工については、第３編２－10－３仮橋・仮桟
橋工の規定によるものとする。

11 2 7 8 1 仮橋・作業構台工の施工については、第３編２－10－３仮橋・仮
桟橋工の規定によるものとする。

11 2 8 2 1 ［鋼材］ （１）鋼管
JIS G 3443（水道用塗覆装鋼管）
JIS G 3451（水道用塗覆装異形管）
（２）鋳鉄管
使用条件によって管種（管厚）を決定するものとする。
JSWAS G-1（下水道用ダクタイル鋳鉄管）
JSWAS G-2（下水道推進工法用ダクタイル鋳鉄管）
JIS G 5526（ダクタイル鋳鉄管）
JIS G 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）

11 2 8 2 1 ［鋼材］ （１）鋼管
JIS G 3443-1（水輸送用塗覆装鋼管-第１部：直管）
JIS G 3443-2（水輸送用塗覆装鋼管-第２部：異形管）
（２）鋳鉄管
使用条件によって管種（管厚）を決定するものとする。
JSWAS G-1（下水道用ダクタイル鋳鉄管）
JSWAS G-2（下水道推進工法用ダクタイル鋳鉄管）
JIS G 5526（ダクタイル鋳鉄管）
JIS G 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）
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11 2 8 2 1 ［ステンレス材
及びアルミ材］

JIS G 3459（配管用ステンレス鋼鋼管）
JIS G 4303（ステンレス鋼棒）
JIS G 4304（熱間圧延ステンレス鋼板）
JIS G 4305（冷間圧延ステンレス鋼板）
JIS H 4100（アルミニウム及びアルミニウム合金の押出形材）

11 2 8 2 1 ［ステンレス材
及びアルミ材］

JIS G 3459（配管用ステンレス鋼鋼管）
JIS G 4303（ステンレス鋼棒）
JIS G 4304（熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯）
JIS G 4305（冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯）
JIS H 4100（アルミニウム及びアルミニウム合金の押出形材）

11 2 8 2 1 ［セメントコン
クリート製品］

JIS A 5335（プレテンション方式遠心力コンクリート杭）
JIS A 5336（ポストテンション方式遠心力コンクリート杭）

11 2 8 2 1 ［セメントコン
クリート製品］

JIS A 5372（プレキャスト鉄筋コンクリート製品）
JIS A 5373（プレキャストプレストレストコンクリート製品）

11 2 8 2 2 受注者は、施工に使用する材料については、使用前に監督職員に
承諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備、保管し、監督職
員から請求があった場合は遅延なく提出しなければならない。

11 2 8 2 2 受注者は、施工に使用する材料について、使用前に監督職員に承
諾を得るとともに、材料の品質証明書を整備及び保管し、監督職
員から請求があった場合は速やかに提出しなければならない。

11 2 8 3 3 撹拌とは、粉体噴射撹拌、高圧噴射撹拌及びスラリー撹拌を示す
ものとする。

11 2 8 3 3 固結工の施工については、２－５－５固結工の規定によるものと
する。

11 2 8 3 4 受注者は、固結工による工事着手前に、撹拌及び注入する材料に
ついて配合試験と一軸圧縮試験を実施するものとし、目標強度を
確認しこの結果を監督職員に報告しなければならない。

11 2 8 3 5 受注者は、固結工法にあたり、施工中における施工現場周辺の地
盤や他の構造物並びに施設などへの振動の影響を把握しなければ
ならない。受注者は、これらへ影響が発生した場合は、ただちに
監督職員へ報告し、その対応方法等について監督職員と協議しな
ければならない。

11 2 8 3 6 受注者は、固結工法の施工中に地下埋設物を発見した場合は、た
だちに工事を中止し、監督職員に報告後、占有者全体の立会を求
め管理者を明確にし、その管理者と埋設物の処理にあたらなけれ
ばならない。
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11 2 8 3 7 受注者は、生石灰パイルの施工にあたり、パイルの頭部は１ｍ程
度空打ちし、砂または粘土で埋戻さなければならない。

11 2 8 3 8 受注者は、「セメント及びセメント系固結材を使用した改良土の
六価クロム溶出試験要領（案）」（山口県土木建築部）に基づき
事前の調査を十分に行い、安全かつ適正な施工を行わなければな
らない。なお、必要に応じて事後調査も実施しなければならな
い。

11 2 8 4 8 ラップルコンクリートの打設については、２－８－９躯体工４．
均しコンクリート及びコンクリートの規定によるものとする。

11 2 8 4 8 ラップルコンクリートの打設については、２－８－９躯体工の規
定によるものとする。

11 2 8 5 1 １． 既製杭工の施工については、第３編２－４－４既製杭工の
規定によるものとする。

11 2 8 5 1 １． 既製杭工の施工については、第３編２－４－４既製杭工の
規定によるものとする他、下記の規定によらなければならない。

11 2 8 5 2 受注者は、泥水処理を行うにあたり、水質汚濁に係わる環境基準
について（環境庁告示）、都道府県公害防止条例等に従い、適切
に処理を行わなければならない。

11 2 8 5 2 受注者は、泥水処理を行うにあたり、水質汚濁に係わる環境基準
について（環境庁告示）、山口県公害防止条例等に従い、適切に
処理を行わなければならない。

11 2 8 9 1 杭頭処理 杭頭処理の施工については、２－８－５既製杭工の規定によるも
のとする。

11 2 8 9 1 躯体工の施工ついては、第１編第３章無筋・鉄筋コンクリートの
規定によるものとする他、下記の規定によらなければならない。

11 2 8 9 2 殻運搬処理 （１）受注者は、殻の処理を行う場合は、関係法令に基づき適正
に処理するものとし、殻運搬処理を行う場合は、運搬物が飛散し
ないようにしなければならない。
（２）受注者は、殻の受入れ場所及び時間について、設計図書に
定めのない場合は、監督職員の指示を受けなければならない。

11 2 8 9 2 杭頭処理 （１）受注者は、杭頭処理は設計図書に従い、杭本体を損傷させ
ないように行わなければならない。
（２）受注者は、杭頭部に鉄筋を溶接する処理法の場合は、第３
編２－４－４既成杭工21．（２）の鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接の資
格及び経験と同等の資格及び経験を有する者に行わせなければな
らない。
（３）鉄筋の加工等については、第３編２－４－４既成杭工によ
るものとする。
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現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 8 9 3 基礎材 （１）受注者は、基礎材の施工においては、床掘り完了後（割ぐ
り石基礎には割ぐり石に切込砂利、砕石などの間隙充填材を加
え）締め固めながら仕上げなければならない。
（２）受注者は、直接基礎において、載荷試験を実施する場合は
事前に試験計画書を提出し、監督職員の確認を得なければならな
い。
（３）受注者は、床付け基面に予期しない不良土質が現われた場
合、又は載荷試験において設計地耐力を満足しない場合は監督職
員と協議しなければならない。

11 2 8 9 3 殻運搬処理 （１）受注者は、殻の処理を行う場合は、関係法令に基づき適正
に処理するものとし、殻運搬処理を行う場合は、運搬物が飛散し
ないようにしなければならない。
（２）受注者は、殻の受入れ場所及び時間について、設計図書に
定めのない場合は、監督職員の指示を受けなければならない。

11 2 8 9 4 躯体工 躯体工の施工ついては、第１編第３章無筋・鉄筋コンクリートの
規定によるものとする。

11 2 8 9 4 基礎材 （１）受注者は、基礎材の施工においては、床掘り完了後（割ぐ
り石基礎には割ぐり石に切込砂利、砕石などの間隙充填材を加
え）締め固めながら仕上げなければならない。
（２）受注者は、直接基礎において、載荷試験を実施する場合は
事前に試験計画書を提出し、監督職員の確認を得なければならな
い。
（３）受注者は、床付け基面に予期しない不良土質が現われた場
合、又は載荷試験において設計地耐力を満足しない場合は監督職
員と協議しなければならない。

11 2 8 17 1 （３） 仕上げ作業後、コンクリートが固まるまでの間に発生したひび割
れは、タンビングまたは再仕上げによってこれを取除かなければ
ならない。

11 2 8 17 1 （３） 仕上げ作業後、コンクリートが固まるまでの間に発生したひび割
れは、タンピングまたは再仕上げによってこれを取除かなければ
ならない。

11 2 8 18 1 受注者は、以下の規定によりがたい場合は、公共建築工事標準仕
様書第９章防水工事によらなければならない。

11 2 8 18 1 受注者は、以下の規定によりがたい場合は、公共建築工事標準仕
様書（建築工事編）９章防水工事によらなければならない。

11 2 8 19 1 受注者は、以下の規定により難い場合は、公共建築工事標準仕様
書第18章塗装工事によらなければならない。

11 2 8 19 1 受注者は、以下の規定により難い場合は、公共建築工事標準仕様
書（建築工事編）18章塗装工事によらなければならない。

61/72



土木工事共通仕様書新旧対照表
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現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 8 19 3 （２） 次の場合、塗装工事を行ってはならない。
①気温、湿度が塗料の種類ごとに定めた表8－5の制限を満足しな
いとき。
②塗装する面が結露したり、湿気を帯びているとき。
③屋外作業で風が強いときおよび塵挨が多いとき。
④屋外作業で塗料の乾燥前に降雪雨、霜のおそれがあるとき。
⑤鋼材塗装において、炎天下で鋼材表面の温度が高く、塗膜に泡
が生ずるおそれのあるとき。
⑥コンクリートの乾燥期間が３週間以内のとき。
⑦コンクリートに漏水があるとき。

11 2 8 19 3 （２） 次の場合、塗装工事を行ってはならない。
①気温、湿度が第３編２－３－31 現場塗装工９．表２－10の制
限を満足しないとき。
②塗装する面が結露したり、湿気を帯びているとき。
③屋外作業で風が強いときおよび塵挨が多いとき。
④屋外作業で塗料の乾燥前に降雪雨、霜のおそれがあるとき。
⑤鋼材塗装において、炎天下で鋼材表面の温度が高く、塗膜に泡
が生ずるおそれのあるとき。
⑥コンクリートの乾燥期間が３週間以内のとき。
⑦コンクリートに漏水があるとき。

11 2 8 19 3 （12） コンクリート表面の素地調整において、付着した粉塵、粉化物、
遊離石灰等を除去し、小穴、亀裂等は穴埋めを行い、表面を平滑
にしなければならない。

11 2 8 19 3 （12） コンクリート表面の素地調整において、付着した塵埃、粉化物、
遊離石灰等を除去し、小穴、亀裂等は穴埋めを行い、表面を平滑
にしなければならない。

11 2 8 19 0 表８－１ 表８－１ 塗布作業時の気温・湿度の制限 

塗装の種類 気温（℃） 
湿度 

（RH％） 

長ばく形エッチングプライマー 5 以下 85 以上 

無機ジンクリッチプライマー 

無機ジンクリッチペイント 
0 以下 50 以下 

有機ジンクリッチペイント 10 以下 85 以上 

エポキシ樹脂塗料下塗 ※ 

変性エポキシ樹脂塗料下塗 

変性エポキシ樹脂塗料内面用 ※ 

10 以下 85 以上 

亜鉛めっき用エポキシ樹脂塗料下塗 

弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗 
5 以下 85 以上 

超厚膜形エポキシ樹脂塗料 10 以下 85 以上 

エポキシ樹脂塗料下塗（低温用） 

変性エポキシ樹脂塗料下塗（低温用） 

変性エポキシ樹脂塗料内面用（低温用） 

5 以下、20 以上 85 以上 

無溶剤形変性エポキシ樹脂塗料 ※ 10 以下、30 以上 85 以上 

無溶剤形変性エポキシ樹脂塗料（低温用） 5 以下、20 以上 85 以上 

コンクリート塗装用エポキシ樹脂プライマー 5 以下 85 以上 

ふっ素樹脂塗料用中塗 

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗 

コンクリート塗装用エポキシ樹脂塗料中塗 

コンクリート塗装用柔軟形エポキシ樹脂塗料中塗 

5 以下 85 以上 

ふっ素樹脂塗料上塗 

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 

コンクリート塗装用ふっ素樹脂塗料上塗 

コンクリート塗装用柔軟形ふっ素樹脂塗料上塗 

0 以下 85 以上 

鉛・クロムフリーさび止めペイント 

長油性フタル酸樹脂塗料中塗 

長油性フタル酸樹脂塗料上塗 

5 以下 85 以上 

注）＊印を付した塗料を低温時に塗布する場合は、低温用の塗料を用いる。低温用の塗料

に対する制限は上表において、気温については 5℃以下、20℃以上、湿度については 85％
以上とする。 
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 8 21 5 仮壁取壊し時に発生するコンクリート殻の処分については、２－
８－９躯体工２．殻運搬処理の規定によるものとする。

11 2 8 21 5 仮壁取壊し時に発生するコンクリート殻の処分については、２－
８－９躯体工３．殻運搬処理の規定によるものとする。

11 2 9 2 1 受注者は、使用する下水道材料が次の規格に適合したものまた
は、これと同等以上の品質を有するものでなければならない。
（管材料）
管の材料は、１－３－２材料の規定によるものとする。
（マンホール）
マンホールの材料は、１－７－２材料の規定によるものとする。
（取付管およびます）
取付管およびますの材料は、１－９－２材料の規定によるものと
する。

11 2 9 2 1 受注者は、使用する下水道材料が次の規格に適合したものまた
は、これと同等以上の品質を有するものでなければならない。
（管材料）
管の材料は、１－３－２材料の規定によるものとする。
（マンホール）
マンホールの材料は、１－８－２材料の規定によるものとする。
（取付管およびます）
取付管およびますの材料は、１－10－２材料の規定によるものと
する。

11 2 9 12 1 側溝設置工の施工については、第６編１－９－９側溝工の規定に
よるものとする。

11 2 9 12 1 側溝設置工の施工については、第３編２－３－29側溝工の規定に
よるものとする。

11 2 9 13 0 ２－９－13　標
準マンホール工

11 2 9 13 0 ２－９－13　現
場打ちマンホー
ル工

11 2 9 13 1 標準マンホール工の施工については、１－７－３標準マンホール
工の規定によるものとする。

11 2 9 13 1 現場打ちマンホール工の施工については、１－８－３現場打ちマ
ンホール工の規定によるものとする。

11 2 9 14 1 組立マンホール工の施工については、１－７－４組立マンホール
工の規定によるものとする。

11 2 9 14 1 組立マンホール工の施工については、１－８－４組立マンホール
工の規定によるものとする。

11 2 9 15 1 小型マンホール工の施工については、１－７－５小型マンホール
工の規定によるものとする。

11 2 9 15 1 小型マンホール工の施工については、１－８－５小型マンホール
工の規定によるものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 9 16 1 取付管布設工の施工については、１－９－５取付管布設工の規定
によるものとする。

11 2 9 16 1 取付管布設工の施工については、１－10－５取付管布設工の規定
によるものとする。

11 2 9 17 1 ます設置工の施工については、１－９－４ます設置工の規定によ
るものとする。

11 2 9 17 1 ます設置工の施工については、１－10－４ます設置工の規定によ
るものとする。

11 2 9 18 1 舗装撤去工の施工については、１－11－３舗装撤去工の規定によ
るものとする。

11 2 9 18 1 舗装撤去工の施工については、１－12－３舗装撤去工の規定によ
るものとする。

11 2 9 19 1 舗装復旧工の施工については、１－11－５舗装復旧工の規定によ
るものとする。

11 2 9 19 1 舗装復旧工の施工については、１－12－５舗装復旧工の規定によ
るものとする。

11 2 10 1 1 一般事項 本節は、吐口工として作業土工、補助地盤改良工、土留・仮締切
工、水替工、地下水位低下工、直接基礎工（改良・置換）、既製
杭工、場所打杭工、躯体工、伸縮継手工、角落工、手摺工、コン
クリートブロック工、護岸付属物工、環境護岸ブロック工、石積
（張）工、法枠工、羽口工、根固ブロック工、間詰工、沈床工、
捨石工、かご工その他これらに類する工種について定めるものと
する。

11 2 10 1 1 本節は、吐口工として作業土工、土留・仮締切工、水替工、地下
水位低下工、補助地盤改良工、直接基礎工（改良・置換）、既製
杭工、場所打杭工、躯体工、伸縮継手工、角落工、手摺工、コン
クリートブロック工、護岸付属物工、環境護岸ブロック工、石積
（張）工、法枠工、羽口工、根固ブロック工、間詰工、沈床工、
捨石工、かご工その他これらに類する工種について定めるものと
する。

11 2 10 16 1 護岸付属物工の施工については、第６編１－５－４護岸付属物工
の規定によるものとする。

11 2 10 16 1 護岸付属物工の施工については、第６編１－７－４護岸付属物工
の規定によるものとする。

11 2 10 17 1 環境護岸ブロック工の施工については、２－10－15コンクリート
ブロック工の規定によるものとする。

11 2 10 17 1 環境護岸ブロック工の施工については、第３編２－５－１一般事
項及び第３編２－５－３コンクリートブロック工の規定によるも
のとする。

11 2 10 19 1 法枠工の施工については、第３編２－３－５法枠工の規定による
ものとする。

11 2 10 19 1 法枠工の施工については、第３編２－14－４法枠工の規定による
ものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 10 20 1 羽口工の施工については、第６編１－５－13羽口工の規定による
ものとする。

11 2 10 20 1 羽口工の施工については、第３編２－３－27羽口工の規定による
ものとする。

11 2 10 21 1 根固めブロック工の施工については、第６編１－７－３根固めブ
ロック工の規定によるものとする。

11 2 10 21 1 根固めブロック工の施工については、第３編２－３－17根固めブ
ロック工の規定によるものとする。

11 2 10 22 1 間詰工の施工については、第６編１－７－４間詰工の規定による
ものとする。

11 2 10 22 1 間詰工の施工については、第６編１－９－４間詰工の規定による
ものとする。

11 2 10 23 1 沈床工の施工については、第６編１－７－５沈床工の規定による
ものとする。

11 2 10 23 1 沈床工の施工については、第３編２－３－18沈床工の規定による
ものとする。

11 2 10 24 1 捨石工の施工については、第６編１－７－６捨石工の規定による
ものとする。

11 2 10 24 1 捨石工の施工については、第３編２－３－19捨石工の規定による
ものとする。

11 2 10 25 1 かご工の施工については、第６編１－５－13羽口工の規定による
ものとする。

11 2 10 25 1 かご工の施工については、第３編２－３－27羽口工の規定による
ものとする。

11 2 11 2 1 アスファルト舗
装の材料

アスファルト舗装の材料については、第３編２－６－２アスファ
ルト舗装の材料の規定によるものとする。

11 2 11 2 1 アスファルト舗
装の材料

アスファルト舗装の材料については、第３編２－６－３アスファ
ルト舗装の材料の規定によるものとする。

11 2 11 2 2 コンクリート舗
装の材料

コンクリート舗装の材料については、第３編２－６－３コンク
リート舗装の材料の規定によるものとする。

11 2 11 2 2 コンクリート舗
装の材料

コンクリート舗装の材料については、第３編２－６－４コンク
リート舗装の材料の規定によるものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 11 9 1 法面植生工の施工については、第３編２－３－７植生工の規定に
よるものとする。

11 2 11 9 1 法面植生工の施工については、第３編２－14－２植生工の規定に
よるものとする。

11 2 11 10 1 アスファルト舗装工の施工については、第３編２－６－４舗装準
備工及び第３編２－６－５アスファルト舗装工の規定によるもの
とする。

11 2 11 10 1 アスファルト舗装工の施工については、第３編２－６－１一般事
項、第３編２－６－５舗装準備工及び第３編２－６－７アスファ
ルト舗装工の規定によるものとする。

11 2 11 11 1 コンクリート舗装工の施工については、第３編２－６－４舗装準
備工及び第３編２－６－６コンクリート舗装工の規定によるもの
とする。

11 2 11 11 1 コンクリート舗装工の施工については、第３編２－６－１一般事
項、第３編２－６－５舗装準備工及び第３編２－６－12コンク
リート舗装工の規定によるものとする。

11 2 11 12 1 薄層カラー舗装工の施工については、第３編２－６－７薄層カ
ラー舗装工の規定によるものとする。

11 2 11 12 1 薄層カラー舗装工の施工については、第３編２－６－13薄層カ
ラー舗装工の規定によるものとする。

11 2 11 13 1 ブロック舗装工の施工については、第３編２－６－８ブロック舗
装工の規定によるものとする。

11 2 11 13 1 ブロック舗装工の施工については、第３編２－６－14ブロック舗
装工の規定によるものとする。

11 2 11 14 1 区画線工の施工については、第３編２－３－12区画線工の規定に
よるものとする。

11 2 11 14 1 区画線工の施工については、第３編２－３－９区画線工の規定に
よるものとする。

11 2 11 15 1 道路付属物工の施工については、第３編２－３－13道路付属物工
の規定によるものとする。

11 2 11 15 1 道路付属物工の施工については、第３編２－３－10道路付属物工
の規定によるものとする。

11 2 11 16 1 小型標識工の施工については、第３編２－３－９小型標識工の規
定によるものとする。

11 2 11 16 1 小型標識工の施工については、第３編２－３－６小型標識工の規
定によるものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 11 18 1 路側防護柵工の施工については、第３編２－３－11路側防護柵工
の規定によるものとする。

11 2 11 18 1 路側防護柵工の施工については、第３編２－３－８路側防護柵工
の規定によるものとする。

11 2 11 19 1 縁石工の施工については、第３編２－３－８縁石工の規定による
ものとする。

11 2 11 19 1 縁石工の施工については、第３編２－３－５縁石工の規定による
ものとする。

11 2 11 20 1 側溝設置工の施工については、第６編１－９－９側溝工の規定に
よるものとする。

11 2 11 20 1 側溝設置工の施工については、第３編２－３－29側溝工の規定に
よるものとする。

11 2 11 21 1 ます設置工の施工については、第６編１－９－10集水桝工の規定
によるものとする。

11 2 11 21 1 ます設置工の施工については、第３編２－３－30集水桝工の規定
によるものとする。

11 2 12 1 2 受注者は、擁壁工の施工にあたっては、道路土工－擁壁・カル
バート・仮設構造物工指針2－7 施工一般及び土木構造物標準設
計第２巻解説書4．3 施工上の注意事項の規定によらなければな
らない。

11 2 12 1 2 受注者は、擁壁工の施工にあたっては、道路土工－擁壁・カル
バート・仮設構造物工指針５－１１施工一般及び土木構造物標準
設計第２巻手引き（擁壁類）３．２．２ 施工上の注意事項の規
定によらなければならない。

11 2 12 10 1 プレキャスト擁壁工の施工については、第６編１－６－４プレ
キャスト擁壁工の規定によるものとする。

11 2 12 10 1 プレキャスト擁壁工の施工については、第３編２－15－２プレ
キャスト擁壁工の規定によるものとする。

11 2 12 11 1 補強土壁工の施工については、第８編３－４－６補強土壁工の規
定によるものとする。

11 2 12 11 1 補強土壁工の施工については、第３編２－15－３補強土壁工の規
定によるものとする。

11 2 12 12 1 井桁ブロック工の施工については、第８編３－４－７井桁ブロッ
ク工の規定によるものとする。

11 2 12 12 1 井桁ブロック工の施工については、第３編２－15－４井桁ブロッ
ク工の規定によるものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 13 1 1 本節は、場内植栽工として植栽工、移植工、地被類植付工、植生
工その他これらに類する工種について定めるものとする。

11 2 13 1 1 本節は、場内植栽工として植栽工、移植工、地被類植付工、種子
吹付工その他これらに類する工種について定めるものとする。

11 2 13 2 1 材料については、第14編２－３－２材料の規定によるものとす
る。

11 2 13 2 1 材料については、第12編２－３－２材料の規定によるものとす
る。

11 2 13 3 1 植栽工の施工については、第14編２－３－３高木植栽工の規定に
よるものとする。

11 2 13 3 1 植栽工の施工については、第12編２－３－３高木植栽工の規定に
よるものとする。

11 2 13 4 1 移植工の施工については、第14編２－４－４高木移植工の規定に
よるものとする。

11 2 13 4 1 移植工の施工については、第12編２－４－４高木移植工の規定に
よるものとする。

11 2 13 5 1 地被類植付工の施工については、第14編２－３－６地被類植栽工
の規定によるものとする。

11 2 13 5 1 地被類植付工の施工については、第12編２－３－６地被類植栽工
の規定によるものとする。

11 2 13 6 1 植生工の施工については、第３編２－３－７植生工の規定による
ものとする。

11 2 13 6 1 植生工の施工については、第３編２－14－２植生工の規定による
ものとする。

11 2 14 5 1 修景池工の施工については、第12編３－８－11流れ工の規定によ
るものとする。

11 2 14 5 1 修景池工の施工については、第12編３－８－９小規模水景施設工
の規定によるものとする。

11 2 14 6 1 修景水路及びます工の施工については、第14編３－８－11流れ工
によるものとする。

11 2 14 6 1 修景水路及びます工の施工については、第12編３－８－９小規模
水景施設工によるものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 15 4 1 フェンス工の施工については、第14編３－11－７柵工の規定によ
るものとする。

11 2 15 4 1 フェンス工の施工については、第12編３－11－８柵工１．の規定
によるものとする。

11 2 15 6 1 四阿工の施工については、第14編３－12－３四阿工の規定による
ものとする。

11 2 15 6 1 四阿工の施工については、第12編３－12－３四阿工の規定による
ものとする。

11 2 15 9 1 パーゴラ工の施工については、第14編３－12－４パーゴラ工の規
定によるものとする。

11 2 15 9 1 パーゴラ工の施工については、第12編３－12－４パーゴラ工の規
定によるものとする。

11 2 15 10 1 旗ポール工の施工については、第14編３－11－10掲揚ポール工の
規定によるものとする。

11 2 15 10 1 旗ポール工の施工については、第12編３－11－11掲揚ポール工の
規定によるものとする。

11 2 15 12 1 案内板工の施工については、第14編３－11－８サイン施設工の規
定によるものとする。

11 2 15 12 1 案内板工の施工については、第12編３－10－９サイン施設工の規
定によるものとする。

11 2 15 14 1 階段工の施工については、第14編３－７－15階段工の規定による
ものとする

11 2 15 14 1 階段工の施工については、２－８－９躯体工及び第３編２－３－
22階段工の規定によるもののほか、設計図書によるものとする。

11 2 15 16 1 照明工の施工については、第14編３－６－３照明設備工の規定に
よるものとする。

11 2 15 16 1 照明工の施工については、第12編３－６－３照明設備工の規定に
よるものとする。

11 2 16 1 2 受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（建設事務次官通達、平
成10年12月1日）、再生資源の利用促進について（建設大臣官房
技術審査官通達、平成3年10月5日）を遵守して、建設副産物の適
正な処理及び再生資源の活用を図らなければならない。

11 2 16 1 2 （１） 受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通
達、平成14年5月30日）、再生資源の利用促進について（建設大
臣官房技術審査官通達、平成3年10月25日）、建設汚泥の再生利
用に関するガイドライン（国土交通事務次官通達、平成18年6月
12日）を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用
を図らなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 16 1 2 受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成し
た場合には、工事完了後速やかに実施状況を記録し監督職員に提
出しなければならない。

11 2 16 1 2 （２） 受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成し
た場合には、工事完了後速やかに実施状況を記録した「再生資源
利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を発注者に提出し
なければならない。

11 2 16 1 2 受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、廃棄物管
理票（マニュフスト）により、適正に処理されていることを確認
するとともに監督職員に提示しなければならない。

11 2 16 1 2 （３） 受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄
物管理票（マニュフスト）または電子マニフェストにより、適正
に処理されていることを確認するとともに監督職員に提示しなけ
ればならない。

11 2 16 1 2 受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンク
リート塊又は、建設発生木材を工事現場から搬出する場合には、
再生資源利用促進計画を所定の様式に基づき作成し、施工計画書
に含め監督職員に提出しなければならない。

11 2 16 1 2 （４） 受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンク
リート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物を工事
現場から搬出する場合には、再生資源利用促進計画を作成し、施
工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。

11 2 16 1 3 受注者は、殻運搬処理を行うにあたり、運搬物が飛散しないよう
に行わなければならない。

11 2 17 0 0 第17節　コンク
リート構造物補
修工

11 2 17 1 0 ２－17－１　一
般事項

11 2 17 1 1 本節は、硫酸によるコンクリート腐食が生じたコンクリート構造
物の補修に係る工種について定めるものとする。
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編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 17 2 0 ２－17－２　劣
化部除去工

11 2 17 2 1 受注者は、劣化部の除去を設計図書に示された深さまで確実に行
うとともに、健全なコンクリート面を露出させなければならい。

11 2 17 2 2 受注者は、劣化部の除去に伴う排水（高圧洗浄等）を廃棄物処理
及び清掃に関する法律、水質汚濁防止法その他関係法令に従って
適正に処理しなければならない。

11 2 17 3 0 ２－17－３　鉄
筋処理工

11 2 17 3 1 受注者は、はつり出した鉄筋の浮き錆を除去し、設計図書に示さ
れた仕様の防錆剤を用い、塗り残しや塗りむらが生じないように
塗布しなければならない。

11 2 17 3 2 受注者は、浮き錆を除去後、再度錆が生じないように鉄筋の防錆
処理を迅速に施工しなければならない。

11 2 17 4 0 ２－17－４　断
面修復工

11 2 17 4 1 受注者は、断面修復工の施工に先立ち、コンクリートのひび割れ
等の欠損部を適切に処理しなければならない。
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項 編章節条項 条文 編 章 節 条 項 編章節条項 条文

現行（平成28年4月） 新（平成29年10月）

11 2 17 4 2 受注者は、設計図書に示された所要の性能を有する断面修復材材
料を用いて、所定の厚さまで修復しなければならない。

11 2 17 5 0 ２－17－５　防
食工

11 2 17 5 1 受注者は、設計図書に示された工法規格に適合する防食被覆を選
定しなければならない。

11 2 17 5 2 受注者は、防食構造や施工規模、工期、施工環境等の施工条件を
考慮し、防食被覆工法の特性を検討したうえで、工法選定しなけ
ればならない。

11 2 17 5 3 受注者は、防食被覆層の端部の処理及び養生を適切に行わなけれ
ばならない。
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